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序章 はじめに 
 
 原子力国際協力専門部会は、平成７年１２月１９日の原子力委員会決定を受け、原子力
開発利用を巡る国際協力の一層の推進を図るために設置され、 
 ・近隣アジア地域及び開発途上国との協力、 
 ・旧ソ連、中・東欧地域との協力、 
 ・世界的な核不拡散に関する動きへの我が国の対応 
についてあり方及び方策並びにその他国際協力に関する重要事項について審議することと
された。 
 現行の「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画（平成６年６月２４日、原子力
委員会決定）」（以下、「現行長期計画」という。）には、原子力分野における国際協力の推
進が明記されているが、現行長期計画の策定以降、原子力をめぐる国際情勢に種々の大き
な変化があったことを踏まえ、また、近隣アジア地域や旧ソ連、中・東欧地域への協力の
重要性の増大に鑑み、原子力開発利用を巡る国際協力の一層の推進を図るために必要な事
項について審議することとなった。また、併せて核不拡散を巡る国際情勢の変化への対応
についても審議されることとなった。 
現行長期計画策定以降における国際情勢の大きな変化として、次の事項が上げられる。 
（１） 原子力の開発利用に関する社会情勢は従来以上に厳しくなり、また、先進国の原子

力開発利用計画が停滞を示している一方、中国をはじめとするアジアの一部の国・
地域においては、新規の原子力発電所の導入計画が積極的に進められていること。 

（２） 経済活動を中心とする諸活動のグローバリゼーションが急速に進み、国際協力の態
様もそれに伴い大きく変化していること。 

（３） （１）（２）に伴い、原子力についても欧米企業をはじめ国際的に企業的活動が特
に重視されてくるようになったこと。また、この流れはアジア地域にも大きく影響
を及ぼし、特に原子力発電については原子力に係る研究開発と全く様相を異にし、
国による協力関係よりも民間による協力が中核を占めるようになったこと。   

（４） 「原子力の安全に関する条約」が発効するとともに、「使用済燃料の安全管理及び
放射性廃棄物の安全管理に関する条約」が採択され、原子力安全確保のための国際
的取組みが大きく進展したこと。 

（５） 「核兵器の不拡散に関する条約」(核不拡散条約：ＮＰＴ)の無期限延長が合意され
るとともに、米露の核軍縮のための努力が進展していること。 

（６） 最近、経済困難に直面している近隣アジア諸国があり、この状態が当面継続すると
いう見方もされていること。 

 さらに、昨年１２月に京都で開催された「気候変動枠組み条約第３回締約国会議（ＣＯ



Ｐ３）」において、先進国の温暖化ガス削減目標を盛り込んだ議定書が採択され、開発途
上国の温暖化ガス削減努力の必要性とともに先進国の果たすべき役割が強調された。 
 １９５３年に行われた国連における米国の「平和のための原子力」演説以来、原子力利
用に関する知識は「国際公共財」として認識され、２１世紀に向けた原子力の研究開発利
用にとって国際協力は重要かつ不可欠なものとなっている。本分野で過去に国際協力の大
きな恩恵に浴した我が国としては、現在、原子力先進国として、また原子力の平和利用を
大規模に進めている国として、国際協力を通じて多大な貢献を成す責務を有していると考
えられる。また、原子力利用に取り組む国々との間で、諸問題に対する共通認識を持つこ
とも必要である。 
 人類社会は将来のエネルギー安全保障、環境問題に対処する一つの重要な手段として原
子力利用を進めつつある。特に、近隣アジア地域においては、昨今の経済危機はあるもの
の、「アジア地域原子力協力国際会議（原子力委員会主催）」の参加国 1を中心に、中長期
的には原子力利用の推進は現実的かつ重要なオプションであるとも指摘されている。ま
た、原子力を利用する以上、万全の安全確保対策を図ることは不可欠であり、ハードウェ
アの安全性のみならず、安全確保に必要なソフトウェアに対する協力が必要である。我が
国の周辺地域での原子力利用の安全が確保されることは、ひいては我が国にとっても大き
な利益となることを認識しつつ国際協力を進めていくことが重要である。 
 近隣アジア地域においては、エネルギー利用に至るまでに時間的余裕のある国も多く、
現段階では各国が自主的に原子力分野での技術向上を図るための自助努力を行うことが当
該諸国の経済発展の観点からも重要である。このため、研究基盤や技術基盤の整備に対し
て協力を行っていくことが重要と思われる。一方、原子力発電は研究開発活動とは異な
り、その国の経済・政治情勢、国際的な企業的活動を中核とする最近の著しい情勢変化に
応じて絶えず状況が変化するという側面がある。したがって、アジア地域に対する国際協
力を行う際も、このような原子力発電と原子力の研究開発の性格の違いを踏まえた適切か
つ柔軟な対応が必要である。特に絶えず変遷する状況の下で行われる原子力発電の分野の
協力については、基本的には民間主体の判断に基づいて実施されることが望ましい。一
方、国は安全規制等一定の分野において役割を果たしていく。 
 旧ソ連、中・東欧 2については、特にロシアを中心として、原子力に関する先進的な研
究開発に取り組んで来ており、我が国にはないユニークな技術開発の経験もある。これら
の国との協力を通じ、これらユニークな技術開発経験を積極的に活用していくことを検討
することも重要と思われる。また、安全や核不拡散、核軍縮の推進の観点からの協力も必
要である。 
 我が国としては、厳に平和目的に限り原子力開発を推進してきており、今後とも核不拡
散体制の維持・強化に積極的に取り組んでいくとともに、これまでの原子力平和利用の経
験、技術的蓄積を積極的に公開し、近隣アジア地域との円滑な協力を推進していくべきで
ある。 



 以上述べてきた基本線に沿って、本専門部会は、可能な限り幅広い分野の専門家の参加
を得て（表－１）、１４回にわたる審議を行った。特に近隣アジア地域との協力及び核不
拡散への対応については、専門部会の外からも専門家の参画を得てワーキンググループを
設置し（表－２）、論点の整理を行うことによって、専門部会での審議及び報告書のとり
まとめを支援した。 

 
1 我が国を除くと、オーストラリア、中国、インドネシア、韓国、マレーシア、フィリピ
ン、タイ、ヴェトナムの８ヶ国。本報告書の第Ⅰ章では、主としてこれら８ヶ国を検討の
対象とした。 
2 原子力発電所を有する国を対象とし、本報告書の第Ⅱ章では、旧ソ連邦としては、分離
独立したＮＩＳ（新独立国家）であるアルメニア共和国、カザフスタン共和国、ロシア連
邦、ウクライナ、及びバルト３国のうちリトアニア共和国、中・東欧諸国としては、ハン
ガリー共和国、ルーマニア、ブルガリア共和国、チェコ共和国、スロバキア共和国、スロ
ベニア共和国を主として検討の対象とした。 



第Ⅰ章 近隣アジア地域との協力のあり方及び方策 
 
１．最近の動向 
（１）経済・エネルギーと原子力開発利用 
 １９８０年代に入って以来、近隣アジア地域は著しい経済発展を遂げている。それには
世界経済のグローバリゼーションの進展とともに、域内での自立的発展が大きく寄与して
いる。この地域には、勤勉さと教育の重視、それに貯蓄率の高さなどの文化的な伝統とも
いえる特性がある。近隣アジア地域においては、最近の経済事情の悪化、混乱があり、こ
の状態が当面継続するという見方もされているが、中長期的には依然として高い成長ポテ
ンシャルを維持しており、世界経済の持続的成長に対する牽引車の役割を果たして行くも
のと期待される。 
 この経済発展を支え、生活向上を図る上でのエネルギー・電力需要の伸びは著しく、今
後も中・長期的に高い伸びを示すものと予想されている 1。この需要を満たすためには、
域内の石油、天然ガス資源が僅少であるため、域外への依存度が高まって行くことにな
る。このため、エネルギー源の多様化とエネルギー安全保障、また地球環境保全の観点か
ら、原子力開発利用を導入拡大していく機運はいずれの国においても存在する。一方、最
近のアジア諸国の経済事情の悪化、エネルギーをめぐる状況の変化、ウラン資源自体も有
限であること等から、アジア地域における今後の原子力開発利用について不透明であるこ
とも事実であり、引き続き今後のアジア地域を取り巻く状況を注視し、地域の原子力開発
利用の動向を見極めるように努めることが肝要である。 
 原子力発電は、既に韓国、台湾では電力供給の３０～４０％程度を占めるまでになって
おり、昨年来の経済困難等の影響により今後の開発に遅れは出るとしても、計画は継続的
に推進されていくものと予想されている。また、中国では現在３基が運転中で、その電力
供給全体に占める割合は未だ１％に満たないが、計画によれば原子力発電の規模は２０１
０年には２０ＧＷ(2,000 万 kW)に達する予定である。 
 東南アジア諸国の多くも将来のエネルギー源としての原子力利用を視野に入れ、国によ
ってその段階は異なるが計画の検討が進められている。インドネシアでは、ムリア地区で
のフィージビリテイ調査に続き、サイトデータ収集及び環境影響調査を行っている。また
タイ、フィリピン及びヴェトナムでは、関連する政策及び安全性などの研究を進めてお
り、２０１０年以降には電力システムへの導入も具体化する国が出てくるものとみられ
る。現在、マレーシアを含め各国とも研究炉等を有し、原子力関連技術の研究及びその体
制整備を進めるとともに、放射線の医療、農業、工業の分野への有効利用を図っている。
また、放射線源として、電子加速器も利用、開発されるようになっている。 
 このように、近隣アジア地域では、すでに発電所を運転している国・地域と現在は発電
以外の多岐の分野への利用を行って、将来の導入を考えている国等があり、その開発段階



もまた考え方も多様である。したがって国際協力を考えるときも、これらの取り組みと開
発・利用レベルなど地域の状況の違いを考慮した協力が重要となってくる。 
 なお、アジア地域全体の原子力発電の見通しとしては、中国など北東アジアを中心とし
てアジア地域の原子力発電の伸びは著しく、２０１０年における発電規模は日本を除いて
５０ＧＷ(5,000 万 kW)を超えるものと予想されている 2。この場合、日本を含めたアジア
地域の原子力発電規模は、北米、欧州地域と並び、世界の３極を構成することになる。ま
た、この期間の新規原子力発電所の建設をみると、世界全体の約１／３は、日本を除くア
ジア地域での立地になるものと考えられる。 
（２）我が国の原子力協力 
 我が国は地理的、経済的、歴史的に近隣アジア諸国とは強い結びつきがあり、互いに大
きな影響を及ぼしあっている。原子力分野においても、放射線利用、研究炉利用、原子力
発電導入等の多くの面で共通の課題を有しており、これらの課題に対し、我が国の技術的
蓄積や経験を活用し、地域内各国の相互協力のために取り組んでいくことが重要である。 
 我が国は、国際原子力機関(ＩＡＥＡ)を通じた原子力平和利用に関する技術協力を支援
しているほか、多国間協力として、１９７０年代に締結されたアジア・太平洋地域の開発
途上国を対象とする「原子力科学技術に関する研究、開発及び訓練のための地域協力協定
（ＲＣＡ）」の下、放射線利用及び放射線防護の分野で協力を進めてきた。近隣アジア地
域との二国間の協力は１９８０年代半ばから本格的に始まり、これまで、基礎科学・技術
の向上、原子力に携わる人材の養成、原子力の研究・技術基盤の整備、原子力安全規制体
制の整備、原子力安全文化の醸成など、長期的展望に立ち、技術向上等に係る自助努力を
支援する協力を制度、技術の両面から進めてきている。こうした二国間の協力の進展と平
行して、近隣アジア地域としての協力の重要性の認識も高まり、１９８７年の原子力開発
利用長期計画においても言及された。これを受け１９９０年には原子力委員会の主催で第
１回「アジア地域原子力協力国際会議」が開催された。本会議は、現在まで毎年開催さ
れ、ＩＡＥＡやＲＣＡの活動を補完し、地域協力の具体化に向けた意見交換・情報交換を
行い、地域協力に関する関係各国のコンセンサスを得ることを目的としている。また、１
９９６年には「アジア原子力安全東京会議」が開かれ、原子力の利用にあたって安全が他
のすべての考慮に優先しなければならないという「原子力安全モスクワ・サミット」（１
９９６年）において確認された原子力安全の基本原則に留意しつつ、アジア地域におい
て、原子力安全を向上するために取られるべき具体的な措置及びこのための国際協力のあ
り方について意見交換を行った。この会議は今後とも継続して行われることとされてお
り、１９９７年には韓国で第２回会議が開催されている。 
 これらの協力は、各国・地域の原子力開発利用の健全な基盤を確立する上で重要な役割
を担ってきているものと考えられる。今後さらに、２１世紀中葉を視野に入れた原子力開
発を目指している各国・地域が、教育と人材育成を進め、自立的な研究開発を展開するこ
とのできる基盤を形成するための、地域のニーズを反映した施策を実施することが重要で



ある。一方、我が国自身の研究開発分野の諸活動の質や魅力を高めることにより、アジア
諸国から優秀な人材が集まり、ひいてはアジア諸国全体の技術水準が高まるという効果も
重要である。 
 
２．目的と意義 
 我が国の原子力開発利用においては、原子力基本法第２条の「進んで国際協力に資す
る」との基本方針に基づいて国際協力が進められており、新しい技術や知識、経験を世界
の原子力平和利用のために提供していくこと等により、人類社会の福祉に貢献することを
目的の一つとしている。原子力開発利用は、歴史的にみても、１９５３年の国連における
米国の「平和のための原子力」演説以来、あまねく国際協力を基盤として発展してきたも
のである。今日の我が国における発展も欧米の先発国からの技術、情報及び資機材の移転
などの国際協力なしには達せられなかったものである。このような恩恵を、過去において
受けてきた我が国は、主体性を持って積極的に国際協力を進めていく必要があるものと考
えられる。また、協力を進めるにあたっては、我が国の限られた資金と人材を最大限に有
効活用する観点に立ち、合理的、効率的な協力方策、施策の検討が必要である。そのため
には、長期的な展望の下、協力の目的と意義を明確にし、国民の理解を得ることが重要で
ある。 
（１）先進国としての役割 
 原子力の平和利用を推進するいずれの国も、安全の確保と国際的な核不拡散体制の維
持・強化に貢献していくことが求められる。我が国は平和利用目的に限定した原子力の研
究、開発、利用の政策を堅持しており、その経験と知識の蓄積は今後の地域発展のために
大いに貢献し得るものである。地球的視野で「技術集約型エネルギー」である原子力の開
発利用とその発展に取り組み、共通の理解を形成することは、後世代に対する責務であ
り、人類社会への貢献につながるものである。 
（２）国際依存度の高い国としての国際公共財の蓄積と貢献 
 我が国は、豊かな経済力と高度の科学技術を持つ一方、原材料、食料等の資源の多くを
近隣アジア地域を含む海外から輸入するとともにこれらの国へ製品輸出を行う貿易国であ
り、相対的な国際依存度が非常に高く、地域の発展は我が国の発展にも直結する。したが
って、今日まで蓄積してきた原子力における経験と知識を、この地域の原子力開発利用の
健全な発展に資する国際公共財として位置づけ、地域協力を通じて近隣アジア諸国に還元
することが重要である。また、地域協力への取組みは、我が国の原子力開発利用政策に対
する国際的な理解を得ていく上でも重要と考えられる。 
（３）安全性の確保 
 原子力の安全に関する責任は原子力施設を所轄する国が負うという原則は、国際的に広
く認められているものであるが、この原則が近隣アジア地域に定着されていくことが重要
である。また、同時に一カ国の安全確保、安全性向上は地域全体の課題でもあり、我が国



を含む地域の安全確保の状況は、各国の原子力開発利用にも影響することを十分認識する
ことが重要である。これらの意味において近隣アジア地域との協力を進める意義は大き
い。 
（４）エネルギー安全保障及び環境問題への貢献 
 地域が持続的、安定的な成長、発展をするためには、各国がエネルギー資源を経済的
に、また安定的に確保して行くことが必要である。それは一カ国のみで解決できる問題で
はなく、地域的もしくはグローバルな観点からの対応を必要とする課題である。その選択
肢としての原子力エネルギーの開発、導入は、使い勝手のよい石油、天然ガスの資源制約
を中・長期的に緩和する有力な手段であり、エネルギー源の多様化に大いに貢献すること
ができる。また、地球環境保全の観点からは、原子力エネルギーの利用は、二酸化炭素排
出量が僅少であることから温暖化防止に最も有効な方策の一つである。更に SOx、NOx 等
の大気汚染の原因となる物質も排出しないため、酸性雨防止等の観点からも有利である。 
 
３．協力を進める上で配慮すべき基本的事項 
 近隣アジア地域との協力について、現行の原子力長期計画（平成６年）において、核不
拡散への配慮とともに、「各国の自助努力支援につながる基盤整備、安全確保に重点を置
いた協力を、我が国の技術的蓄積、経験を踏まえて、各国の要請、国情に応じた形で長期
的継続的に進める」としている。この考え方を踏まえ、協力を進める上で配慮すべき基本
的事項は以下の通りである。なお、核不拡散に係る事項は第Ⅲ章で述べる。 
（１）国情に応じた協力 
 近隣アジア諸国においては、原子力科学技術のレベル、原子力開発利用の段階等が様々
であり、同時に原子力の開発利用は、長期間の取り組みを必要とすることから、各国の原
子力開発利用の段階等に応じ、適切な計画の下、技術、制度等の面から国情にあった長期
的な協力が重要である。 
 原子力開発利用を進めるにあたっては、その基盤となる科学技術レベルの向上、法規制
の整備に加え、長期的に開発利用を進めるための政治的、経済的な安定、核不拡散へのコ
ミット等が不可欠であり、このような視点から、協力にあたっては各国の政治的、経済的
環境の違いにも十分配慮することが必要である。 
（２）協力の枠組 
 原子力開発利用にあたっては、国際社会に共通する課題として、核不拡散と平和利用の
両立や安全を確保するために、様々の国際条約が整備されてきている。また、核燃料物質
や資機材の移転又は研究協力等を二国間で継続的に行う場合には二国間協定が結ばれてい
る。さらに、原子力開発利用や安全問題に係る地域の共通課題に関し、地域的な対話や協
力に関する意見交換を行う場が存在しており、今後これらの有効活用が期待される。 
 国際条約としては、「核兵器の不拡散に関する条約」、「原子力の安全に関する条約」、
「廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約」、「原子力事故の早期通報



に関する条約」、「原子力事故又は放射線緊急事態の場合における援助に関する条約」等の
国際的枠組みがあり、これら国際約束の義務を各国が着実に実施することが求められる。
また、「原子力損害の民事責任に関するウィーン条約」、「原子力の分野における第三者損
害賠償責任に関するパリ条約」といったかたちで原子力損害賠償にかかる国際的取り組み
が進んでいる。一方、国際的課題に対しては、ＩＡＥＡ、経済協力開発機構原子力機関(Ｏ
ＥＣＤ／ＮＥＡ)等の国際機関を活用することが重要である。 
 アジア地域における協力を進めるにあたっては、各国の国情、特徴に配慮し二国間協力
もしくは地域協力として実施していくことが重要である。その実施にあたっては、国際条
約や国際機関等の既存の枠組みの活用を図り、両者の整合性を保ちつつ協力を進めること
が重要である。なお、序章で述べた原子力発電をめぐる国際的な動きや、研究開発との性
格の違いを反映し、原子力発電に関する運転経験などの情報交換やピアレビューでは民間
の協力が進展している。二国間協力においては、協力が進展し、国際的に規制対象となっ
ている資機材の移転等の長期的に安定した形での具体化に応じ、核不拡散の確保を考慮し
つつ、二国間の原子力協力協定の締結等についても検討を行うことが望ましい。また原子
力開発・利用の特徴を踏まえると、アジア諸国に対する原子力協力においても、官民がそ
れぞれの経験、役割を活かした協力が必要と考えられる。なお、近隣アジア地域各国相互
間における協力もむろん望ましい。 
（３）原子力の開発、利用のための基盤整備への重点 
 原子力開発利用は、物理、化学、機械、材料、建築、土木、放射線医学等裾野の広い科
学技術によって支えられている。このため、以下のような項目に配慮して協力を行うこと
が必要である。 
①基礎から実用までの一貫性協力 
 ラジオアイソトープ、放射線、研究炉の利用といった原子力開発利用の基礎段階から、
原子力発電施設の運転、維持管理という発展段階、及び放射性廃棄物の管理まで、相手国
の原子力開発利用体制を整えるため、一貫した視点に基づく人材育成、体制の整備、技術
移転等に関する協力を行う。 
②人材育成 
 原子力開発利用は長期にわたるものであり、また、効果的な協力のためには相互の信頼
関係を深めることが重要であることから、長期的継続的な人材育成をはかることが不可欠
である。また、開発利用の段階に応じて、研究者の能力向上、発電所の運転者訓練等、必
要なレベルに応じた適切な育成プログラムを進める必要がある。 
③研究基盤・技術基盤 
 各国が自立的に原子力開発利用での実績を積んでいくことができるようになるために
は、その国の技術向上に係る自助努力を支援し、中長期的に研究開発能力の向上を図るこ
とが重要であり、そのための研究基盤、技術基盤の整備に取り組むことが重要である。 
（４）安全確保に重点を置いた協力 



 各国に共通する課題である安全確保に重点を置き、以下のような事項に配慮して協力を
進める。 
①自己責任原則 
 原子力活動を実施する者とこれを所轄する国は、安全に関する一義的な責任を持つこと
を相互に十分認識するとともに、原子力施設における事故は国境を越えて影響を及ぼすお
それがあることから、原子力の安全確保を大前提として協力していく。 
②安全文化の醸成及び安全確保のための基盤整備等 
 我が国の原子力開発利用の豊富な経験に基づき、原子力導入の初期段階にある国、およ
び今後導入を進めようとしている国に対して積極的に安全確保のための技術や人材協力を
進めるが、各国が自国で原子力安全の向上に主体的に取り組めるようにモチベーションを
高めていく方向で安全文化の醸成を図るための協力を行う。また、各国には安全確保のた
めの基盤整備、及び原子力損害賠償制度の確立等を促す。 
③安全のワンセット供給（ソフトウェアとハードウェア） 
 近隣アジア地域の諸国・地域からの引き合いに応えて我が国から原子力発電関連資機材
等の輸出を行うに当たっては、資機材の輸出に併せて、運転管理技術、定期検査制度等の
安全に係るシステム等のソフトウェアの移転を行うことにより、地域の原子力施設の安全
水準を高めていくことに配慮する。 
（５）信頼感の醸成と透明性の向上への配慮 
 地域協力の実施にあたっては、各国間の相互理解に基づく信頼感の醸成が不可欠であ
る。また、各国の原子力活動の透明性の向上も重要である。 
①我が国からの情報発信と相互理解の促進 
 我が国の平和利用に限定した原子力政策の理解の促進を図るためには、我が国の原子力
政策及び開発利用の状況に関する情報を積極的に地域に対して発信していくことが必要で
ある。また、円滑かつ効率的な地域協力を図るため、相互に相手国の国情、ニーズを適切
に把握していくことが重要である。 
②各国におけるパブリック・アクセプタンス及び透明性の向上 
 パブリック・アクセプタンスを得ることは地域共通の課題となっており、我が国の様々
な経験の提供も含め、各国において原子力に対する信頼感を醸成するために、原子力活動
の透明性を向上し関連する情報等を相互に提供することが重要である。 
 
４．今後の施策 
４． １ 協力の新しい展開 
 近隣アジア地域とのこれまでの協力の成果、地域の原子力開発利用の進展、序章に示し
たような国際情勢の大きな変化及び協力分野に応じた適切かつ柔軟な対応の必要性等を踏
まえ、以下のような２１世紀に向けた新しい協力の展開をはかっていく。 
（１）政策対話のフレームワーク 



 アジア各国・地域は、地理的には隣接しているものの、政治的、経済的、歴史的、社会
的、文化的にはそれぞれ多様な特徴を有しており、各国の原子力開発利用の開発段階も多
様である。したがって、原子力分野における協力を進めるにあたっては、地域各国が相互
に理解を深め、各国の要請や実状を相互に的確に把握するとともに、官民の役割を踏ま
え、協力に係る政策的視点を明確にした上で地域共通の課題に取り組むことが重要であ
る。そのためには政策対話が不可欠であり、政府関係者間の対話の場として、「アジア地
域原子力協力国際会議」、「アジア原子力安全会議」等の地域的な枠組みを活用するととも
に、二国間の政策対話を行っていく。 
 また、「アジア地域原子力協力国際会議」の下に、関係国の協力も得て、同会議の下で
実施されているワークショップ開催等の協力活動の充実を図るための仕組みを設ける。な
お、二国間協力は各国別の開発状況やニーズの差異等に応じて充実を図るものとする。 
（２）ネットワークの強化 
 近隣アジア各国・地域が協調して原子力開発利用を図り、地域の経済社会発展に貢献す
るためには、共通の目標と問題解決に向けて、政策面での対話、研究交流、人材育成、施
設の安全管理等協力に関わる様々な要素について必要に応じた柔軟な調整を行うことが重
要である。 
 このため、研究炉、電子加速器、研修活動、人材、パブリック・アクセプタンス分野等
に関し、後述するネットワークの構築を図るとともに、それらの総合的な調整機能を「ア
ジア地域原子力協力国際会議」の活動の中に位置づけていくことによりネットワークの強
化を図る。また、協力相手国における協力活動の相互調整機能の強化等を図る。 
（３）協力の質的向上のための施策 
 原子力の研究開発、利用にあたっては長期的、継続的で一貫性のある取り組みが必要で
あり、協力の実施に当たっては、我が国の限られた資源、人材を有効に活用し、効果的な
協力を進めなければならない。また、効率的な協力のためには、協力相手国の主体的な活
動を促しつつ、各国のニーズに合わせて我が国の官民がそれぞれの経験、役割を生かし、
協力を分担して行うことが重要と考えられる。基本的には基礎的な研究開発、核不拡散や
安全確保のための基盤整備等は国が主体的な役割を果たすことが期待されている。一方、
原子力発電分野における相手国の事業の実施のための技術や運転経験の移転等は民間によ
りその役割が果たされるべきである。これらの点を考慮し、我が国の協力の質的な向上を
はかるため以下のような施策を実施していく。 
①コンサルティング機能の充実 
 開発利用の進展に応じて、各国は新しい課題への対応をはかる必要に直面することが考
えられ、場合によっては、我が国の技術的蓄積や経験が有効に活用が出来るケースも存在
すると思われる。このようなケースにおいて各国からの要請に基づく研究開発施設整備及
び研究開発計画策定のためのコンサルティング活動の実施方策について検討する。 
②協力プロジェクトの評価 



 協力にあたっては、課題のタイムスパンを考慮し、短期的に期待される成果及び長期的
に期待される成果、並びに長期的な取り組みの必要性の有無を考慮した上で、協力のため
の施策を進めるとともに、その成果に関する評価を実施する必要がある。 
③国際協力のための人材確保 
 協力及び支援を充実するためには、我が国内における様々な分野の人材の育成、発掘が
不可欠である。このため、我が国内の研修技術の向上、人材の確保、専門家の養成等のた
め、研修技術の訓練、シルバー人材を含むエキスパート協力制度等の整備を検討する。 
④研修機関の育成と関係機関の連携強化 
 我が国においては、途上国の人材養成、研修等は、各分野での専門的な機関がそれぞれ
分担して実施している。したがって、様々な機関で実施されている各種研修活動、研究協
力活動の有機的連携を図ることが重要である。また、より効率的、効果的な研修者の能力
向上のため、我が国内において高い研究能力も併せ持つ総合的な研修実施機関の育成を図
る。 
 
４．２ 主要協力分野 
（１）原子力発電の開発状況に応じた協力 
 近隣アジア諸国において、原子力発電の開発状況等は各々に異なるため、これらに応じ
た国・地域別の対応を行う必要がある。また、原子力発電に関する協力については総合エ
ネルギー調査会原子力部会中間報告等 3を踏まえるとともに、民間レベルの協力内容を十
分把握し、その中で安全規制の充実、安全文化の醸成、パブリック・アクセプタンス等政
府の果たすべき役割の範囲を明確にし、既存の国際機関の活動も十分考慮した上で、今後
さらに充実が期待されている分野を明らかにしていく必要がある。以下、開発段階に応じ
た協力方策について述べる。 
① すでに原子力発電を導入している国・地域との協力 
 韓国、中国といったこれまでに原子力発電を導入し、運転・管理の経験を蓄積してきて
いる国・地域とは、さらに対話を促進し、人材の高度化など基盤整備を図り、地域協力を
発展させるための連携を強化していくことが望まれる。 
i)安全性向上及び安全文化の醸成のための協力 
 相手国のニーズに応じ、発電所の運転員等を対象とした研修事業等を実施するととも
に、今後ますます重要になると思われる放射性廃棄物管理等安全に係る技術的課題につい
て、我が国の経験とノウハウを提供する機会を設けると同時にこれらの課題について国際
協力の可能性を検討する。 
ii)既存の国際機関等の活用 
 ＩＡＥＡ等の既存の国際機関及び世界原子力発電事業者協会（ＷＡＮＯ）等の非政府機
関等とできる限り連携をとりつつ、これらを活用した情報交換、技術協力等を積極的に行
う。 



iii)安全確保とソフト（運転管理、ノウハウ等）移転の充実 
 引き合いに応えて我が国から原子力関連資機材等の輸出を行うにあたっては、「安全の
ワンセット供給」の考え方に従って、相手国の安全水準の向上に資するため、輸出機器等
の品質確保や当該機器等の保守・補修及び関連研修サービスを適切に行っていくことも供
給者の義務であるとの認識の下にこれに積極的に対応していく。また、我が国以外の原子
力供給国からの資機材の輸出が進んでいる現状等を踏まえ、安全確保等に関し欧米諸国の
原子力産業との連携をも模索しつつ、我が国の原子力産業の健全な発展にも寄与する方向
で国際展開がなされることが望ましい。なお、我が国からの資機材等の輸出にあたって
は、核不拡散や安全の確保等の観点からの所定の審査等手続きを経た案件に対する輸銀融
資、貿易保険による輸出信用制度が既に整備されており、これによる対応が可能。 
iv)個別プロジェクトへの柔軟な対応 
 原子力発電所建設への協力については、電力会社及びメーカ各社の自発的な取り組みを
原則とするが、安全確保、核不拡散、人材の活用、ノウハウの蓄積という観点からは、政
府との連携や産業界全体での取り組み等の協力のための国内体制への考慮も重要である。 
v) 対話の促進と二国間協力 
 緊急時対策、放射性廃棄物管理、パブリック・アクセプタンス等の共通の課題につい
て、対話の促進及び共通課題の解決のための二国間協力の促進を図る。また、相手国にと
っても我が国にとっても有益となり得る新しい分野の技術協力についての検討を行うこと
も有益である。 
②将来のオプションとして原子力発電の導入を検討している東南アジア諸国との協力 
 最近のアジア諸国の経済事情の悪化等により、特に東南アジア地域においては、原子力
開発利用について先行き不透明な情勢となっているが、今後、具体的な導入計画が進展す
れば、それに伴い技術全般の向上、規制体制等の基盤整備、人材育成等が必要となる可能
性を有しており、かかる視点から次のような方策による協力の充実が重要である。 
i) 対話の促進 
 相手国の発電所建設計画、技術的レベル、我が国との協力へのニーズ等を把握するた
め、政府間における対話の一層の充実を図り、相手国の自助努力の支援に資する。 
ii）安全性確保等のための支援 
 原子力発電所の建設計画が明らかになった場合は、政府を中心とした安全規制基盤の整
備に向けた支援が重要であり、規制担当者等を対象とした研修事業、関連法規や各種基準
の整備のための人材派遣等の充実を図るとともに、 必要に応じてパブリック・アクセプ
タンス等について我が国の経験を踏まえた協力についても検討する。 
iii）研究基盤、技術基盤の整備のための支援 
 将来の発電所の導入に備えた技術レベルの向上及び安全確保に資するため、原子力の科
学技術や研究開発の側面を重視し、既存の研究交流等により各関係国の技術開発段階に応
じた協力活動を行う。 



③なお、北朝鮮については、現在、朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）による軽水
炉プロジェクトが進められている。しかし、最近の北朝鮮における諸情勢を鑑みれば、今
後我が国としては、軽水炉供給取極に基づく同プロジェクトに対し、ＫＥＤＯの設立の目
的を踏まえ他のＫＥＤＯ理事会メンバーと緊密に連携を取りつつ対処する必要がある。ま
た、北朝鮮に対しては、米朝間の合意された枠組みを踏まえＩＡＥＡ及びＫＥＤＯを通じ
てＩＡＥＡ保障措置協定の完全な履行を呼びかけていく。 
（２）研究炉、放射線、ラジオアイソトープ(ＲＩ)利用に関する協力 
 近隣アジア地域においては、これまで我が国によりラジオアイソトープ生産を含む研究
炉及び放射線利用の分野において幅広い協力活動が実施されており、相手国の安全基盤の
確立、研究、技術レベルの向上に貢献してきている。 
 今後、安全水準の向上、安全文化の醸成、技術レベルの向上、産業利用の拡大に資する
ためこれらの協力を必要に応じ引き続き実施していくことが重要であるが、これまでの成
果を踏まえ、より一層効果的、効率的な協力を実現するため、我が国のイニシアティブに
より以下のような施策を展開することが考えられる。なお、放射線利用に関しては、既に
商業利用段階にあるものも多く、政府の果たすべき役割の範囲に留意する必要がある。 
i）研究炉ネットワーク等の施設の共同利用方策 
 近隣アジア地域内の研究炉等の研究施設を国際共同研究の拠点として、地域内諸国の研
究者に相互に開放し、研究者、技術者、管理者等のそれぞれの目的に応じた多様な活動の
ニーズに対応する共同利用施設とするための方策について検討を行う。研究炉の国際共同
利用は欧州にも見られ、ＯＥＣＤの科学技術政策委員会でも議論されているが、近隣アジ
ア地域においては、技術レベル及び興味分野が異なる研究者、技術者等に応じて、各国の
研究炉の特徴を生かした総合的な利用計画を立てることが必要となる。 
ii）電子加速器ネットワーク 
 コバルト６０に比し、取扱いが簡便な低エネルギー電子加速器を用いた研究開発のため
のネットワークを構築し、域内各国の研究者の人材育成を行うとともに、将来的には、域
内各国の自由な参加による研究計画の策定、実施、論文作成、評価を行う場を創設するこ
とを検討する。 
iii）研究交流、専門家派遣等の充実 
 上記の計画を実施するにあたっては、既存の研究者交流制度、専門家派遣制度等を活用
し、その充実を図っていくとともに、研究炉、加速器等の利用の企画、調整を行うための
方策について検討する必要がある。また、既存の技術交流や各国からの要請に基づく研究
開発施設整備及び研究開発計画策定のためのコンサルティング活動について、その実施方
策を検討する。 
（３）共通的、基盤的分野の協力 
①人材育成に関する協力 
 近隣アジア諸国では、ラジオアイソトープ・放射線利用から発電に至るまで、原子力の



開発利用が急速に進んでいるが、これに従事する人材は一部の国を除き十分とは言えな
い。特に、近年これら諸国においては、原子力発電所の導入の機運が高まっており、運転
員、中堅技術者、規制担当者、防災担当者、核物質管理者等多数の人材の養成・訓練が急
務となっている。また、安全文化を醸成し、自己責任原則が根付くためにも、原子力関係
者の教育、育成が重要である。このため、既存の研修活動及び人材のネットワークを一層
充実していくことが求められており、以下のような施策を考えていく。 
i）研修活動等の有機的連携の強化と質の向上 
 様々な機関で実施されている各種研修活動、研究協力活動の有機的連携を図る。それと
ともに、例えば専門家から成る委員会による外部評価等により、人的交流の成果を評価す
るとともに、留学、研修等を終えた者についての定期的なフォローアップ等により研修等
終了後の人的つながりの維持・強化を図り、ヒューマン・ネットワークの構築に資する。 
 また、より効率的、効果的な研修者の能力向上を目指して、高い研究能力も併せ持つ総
合的な研修実施体制について検討するとともに、研修後のＯＪＴや研究の機会を提供する
よう努める。また、厳格な成績の評価、権威のある修了証の授与等による研修の質的向上
及び成果の視認性向上を図る。 
ii）現地研修等 
 現地の事情に応じた研修機能の充実及びより多くの機会の提供のため、アジア諸国にお
ける現地での研修活動、インターネットを利用した研修活動等を実施する。なお、現地で
の研修にあたっては、我が国の専門家を派遣し、現地の指導員を指導しながら効率的な実
施を図るとともに、必要に応じ既存の施設の整備に協力していく。 
iii）安全に係る研修の充実 
 原子力発電の計画を有する国に対しては、運転管理、安全規制に係る法制度、安全解析
技術及び検査技術、原子力防災に資するモニタリング技術等のための研修活動を充実する
とともに、研修設備、解析用計算機等の訓練設備の有効利用等を図る。 
iv）協力のための人材確保 
 上記活動を実施するため、我が国の研修技術の向上、不足がちである我が国の人材の確
保、専門家の養成等のための、研修技術の訓練やエキスパート協力制度等の整備を検討す
る。 
②放射性廃棄物管理技術等に関する協力 
 アジアにおける原子力利用の進展に伴い、原子力発電に伴い生じる放射性廃棄物のみな
らず、放射線利用に伴うラジオ・アイソトープ廃棄物等放射性廃棄物の問題も顕在化して
きており、各国において放射性廃棄物管理等に対する検討が必要となっている。一方、国
際的には国内措置及び国際協力の拡充を通じた使用済燃料及び放射性廃棄物管理の高い安
全性の達成、維持等を目的とする「使用済燃料の安全管理及び放射性廃棄物の安全管理に
関する条約」が、９７年９月に採択され、各国によるこの条約の早期締結が期待されてい
る。放射性廃棄物管理等の問題は、広義の環境問題であるとも位置付けられ、技術的側面



のみならず、社会的、倫理的側面も重要である。とくに、国際的な環境問題への関心の高
まりに伴い、放射能による環境汚染防止の観点から近隣アジア地域における我が国の役割
を十分に認識し、具体的に実践していく必要がある。このため、以下のような方策によ
り、技術的情報の提供、人材育成等の支援を行い、地域内各国の放射性廃棄物管理等に関
する理解、関連計画の検討、実施に資するとともに、アジア地域内における関連情報の共
有、人的ネットワークの形成等を図ることが望まれる。 
i）人的交流等の充実 
 既存のセミナーや人材交流制度の活用と充実を図るため、研修機関の体制の見直し、放
射性廃棄物の取扱いに関する技術者の能力評価等について検討するとともに、研究機関等
による既存の研修や研究交流による受入制度に係る情報提供の充実を図る。 
ii）地域内の協力方策の検討 
 ＩＡＥＡによる地域協力活動、国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）等の国際的活動への
各国の参加及び関心を促し、これらを補完する技術的検討を行うための産官学の協力方策
を検討する。 
③核物質管理等に関する協力 
 地域内の原子力開発利用にとって、国際的な核不拡散体制が安定的、効果的に機能する
ことはもちろん、地域内において円滑に核不拡散メカニズムが機能するように、ＮＰＴ体
制への積極的な貢献をしていくことが今後の原子力平和利用の発展のために重要である。
このため、当事国の自主的な努力を基本に我が国が培った平和利用技術を活用し、地域内
各国の核物質管理の水準向上を目指して、保障措置技術、核物質防護技術等に関する協力
を実施することが必要であると考えられる。 
 具体的には、核物質の管理に携わる技術者等を対象とした研修事業の実施、情報交換及
び各国の核物質管理の透明性向上に資するためのセミナーの開催等が当面考えられ、今後
必要に応じて充実を図っていくことが望まれる。 
④パブリック・アクセプタンス（ＰＡ）、透明性向上及び信頼感醸成のための協力 
 原子力ＰＡに関する国際的な環境は、年々厳しくなっている。それは途上国における原
子力開発利用の推進にとっても近年大きな問題となっており、我が国における原子力開発
をめぐる事象も地域内各国のＰＡに大きな影響を与えるようになっている。さらに、チェ
ルノブイリ原発事故以降、他国、他地域で起きた事象による、各国の国内世論に及ぼす影
響が大きくなってきている。したがって、周辺国からは我が国のＰＡに関する経験や情報
のみならず、我が国の原子力施設におけるトラブルに関する情報をも地域内の各国に提供
することが求められている。 
 このような状況を踏まえ、我が国の原子力政策、原子力関連活動の状況等について積極
的に情報を発信するとともに、近隣アジア諸国と双方向の情報交流を進めることは、地域
の原子力活動の透明性向上、信頼感の醸成に有効であり、このため、次のような施策によ
り、我が国からの積極的な情報発信、各国との情報交換等を行う必要がある。 



) 知識の普及及び国民との対話の充実 
 原子力発電や放射線利用に関する正しい知識を普及するための情報提供、ノウハウの移
転により、各国の国民の啓蒙に資する。またそのために国民との対話にあたる人々が国際
的な連携を深め、効果的なコミュニケーションのあり方を検討する。 
）ＰＡネットワークの強化 
 既存のＰＡネットワーク（AsiaNNet）の充実を通じて地域内の情報伝達の迅速化を図
り、日本で起きた事象に関する正確な情報を速やかに提供するとともに、各国の問題意識
に的確に応えられるシステムの確立を目指す。 
) インターネットの活用 
 インターネットを活用し、上記ＰＡに関する情報、広報素材、我が国の原子力開発利用
の状況等を各国語ないしは英語で閲覧できるホームページを運営し、積極的な情報発信を
図る。 
（４）中長期を見通した総合的な施策の検討 
 近隣アジア各国がエネルギー資源の安定的確保や地球環境保全等の観点から、安全、核
不拡散等を確保しつつ様々な分野で原子力開発利用を今後進めていくにあたっては、中長
期的観点から自立的な研究開発体制を含む総合的な技術・社会基盤を整備・確立していく
ことが重要である。そのためには、地域内の研究開発基盤等の形成と国情等に応じた研究
開発等を実施するための、総合的な協力方策の検討が必要であると考えられる。 
 したがって、これまでに述べてきた①研究炉、放射線及びラジオアイソトープの利用、
②人材育成、③放射性廃棄物管理技術等、④核物質管理等、⑤パブリック・アクセプタン
ス及び透明性向上等原子力開発利用における基盤整備に係る各種施策を、地域の将来的な
ニーズを踏まえて、総合的に、また一貫性をもって進めていく必要がある。 
 そのためには、地域のニーズに即した総合的な協力活動を推進するため、「アジア地域
原子力協力国際会議」を、これまでの実績を基に、地域内各国の意見、ＩＡＥＡ、アジア
原子力安全会議等既存の枠組の活用、連携等を十分考慮しつつ、その活動の充実、発展に
ついて検討していくものとする。

 
1 "APEC Energy Demand and Supply Outlook", Asia Pacific Energy Research Centre, 1998. 
2 "URANIUM Resources, Production and Demand 1995", OECD/NEA&IAEA, 1996. 
3 「近隣アジア地域における原子力発電の安全確保を目指した国際協調の下での多面的対
策」平成 7 年 6 月、総合エネルギー調査会原子力部会中間報告書 



第Ⅱ章 旧ソ連、中・東欧諸国との協力 
 
１．協力が開始された背景と協力の現状 
（１）協力が開始された背景 
 １９８６年４月のチェルノブイリ原子力発電所の事故以来、チェルノブイリ事故の被災
者支援、旧ソ連型の原子力施設の安全性に対する懸念が国際的な問題となった。これによ
り、旧ソ連、中・東欧との国としての協力の必要性が指摘されるようになり、我が国は、
１９９１年４月、ソ連（当時）との間で原子力の平和的利用の分野における協力に関する
協定を締結した。この協定は、原子力活動における高い水準の安全性の確保に関する協力
の推進等を念頭に置いたものとなっている。 
 また、１９９１年１２月のソ連邦崩壊後のミュンヘン・サミット（１９９２年７月）に
おいては、旧ソ連、中・東欧諸国の原子力発電所の安全性確保の必要性が地球的規模の問
題として大きく取り上げられ、以来、西側先進国による様々な安全支援事業が実施されて
いる。我が国も他の西側諸国とともに各種の二国間協力、多国間協力による安全技術支援
を実施してきている。 
 さらに、１９９６年４月に開催された原子力安全モスクワ・サミットでは、核軍縮に伴
う余剰プルトニウムの管理が重要な問題として取り上げられた。これを契機として、核兵
器の解体から生じる兵器級プルトニウムの処理、処分を含めた管理に関する技術的検討が
国際的に実施されている。 
（２）旧ソ連、中・東欧諸国における原子力開発の現状 
 旧ソ連では、ＲＢＭＫ（圧力管型黒鉛炉）及びＶＶＥＲ（加圧水型軽水炉）の２種類の
原子炉が独自に開発され、旧ソ連邦内はもちろん多くの中・東欧諸国で建設された。１９
８６年４月のチェルノブイリ原子力発電所の事故以来、旧ソ連型原子炉の安全性に対する
国際的な懸念が高まり、東西独の統一、旧ソ連崩壊後、旧東独を中心としていくつかの原
子力発電所は閉鎖されたが、現在も多くの旧ソ連、中・東欧諸国でこれらの原子炉が運転
されている。ＲＢＭＫ及び第１世代のＶＶＥＲについては特に安全性への懸念が高く、運
転継続のための各種安全対策が各国の自助努力及び国際的な支援により実施されている。 
 また、旧ソ連では高速増殖炉の研究開発、利用も進められており、現在、カザフスタン
のＢＮ－３５０、ロシアのＢＮ－６００等が運転中である。ロシアは、我が国と同様、高
速増殖炉を含む核燃料サイクル政策を有しており、高速炉に関する豊富な運転経験、技術
等を有していると考えられる。将来の高速増殖炉開発計画も有しているが、経済的苦境の
中、次期高速増殖炉ＢＮ－８００の建設計画は停滞を余儀なくされている。さらに、ロシ
アでは、地方都市の発電、熱供給用に各種の小型原子炉を運転中である他、北極海に面し
たシベリア地方の経済活動を維持するため、原子力砕氷船を運航しているなど、動力用原
子炉の開発利用も進んでいる。 



 一方、ロシアでは、核軍縮に伴い核兵器削減に伴う余剰プルトニウムの安全かつ効果的
な管理、原子力潜水艦の解体に伴う廃棄物の管理等が重要な課題となっており、国際協力
による問題の解決が求められている。さらに、ロシアが、原子力潜水艦の解体に伴い生じ
た液体廃棄物を含む放射性廃棄物を１９９３年１０月まで海洋投棄していたことは周辺国
で大きな問題となり、我が国をはじめとする各国はロシアに対して海洋投棄を中止しロン
ドン条約附属書の改正の受諾を強く求めている。ロシアは、それ以降、放射性廃棄物の海
洋投棄を実施しないことを約しているものの、放射性廃棄物の海洋投棄を禁止するロンド
ン条約附属書の改正を未だ受諾していない。なお、ロシアによる海洋投棄の海洋放射能を
調査するため極東海域において実施された日本・韓国・ロシア及びＩＡＥＡによる２回の
海洋調査等の結果、異常は認められていない。 
（３）我が国の協力の現状 
 我が国は、旧ソ連、中・東欧諸国に対し、原子力安全及び核不拡散の分野における技術
支援等を中心に様々な国際協力を実施している。二国間協力による安全支援として、旧ソ
連、中・東欧諸国の原子力関係者の安全意識の向上を目的とした各種の招聘・派遣事業、
レニングラード原子力発電所への運転中の異常検知システムの適用、ノヴォヴォロネジ原
子力発電所での運転訓練シミュレータの設置、リトアニアのイグナリナ原子力発電所への
運転管理システム等の適用、スロバキアの研究用原子炉の廃炉に関する安全性調査、ウク
ライナ（チェルノブイリ原子力発電所）への被災者支援及び環境保全の技術協力事業等、
ソフト面から技術開発協力等ハード面まで幅広い協力活動を実施している。多国間協力に
よる安全支援としては、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）及び経済協力開発機構原子力機関
（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）が旧ソ連、中・東欧諸国へ安全支援を実施するための両機関への特
別拠出及び専門家の派遣、欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）の原子力安全基金（ＮＳＡ）や
チェルノブイリ石棺基金（ＣＳＦ）への拠出を通じた協力を実施しているほか、チェルノ
ブイリをはじめとする旧ソ連型炉を有する原子力発電所の安全性向上と閉鎖に向けたＧ７
を中心とした多国間の取組みに参画し、種々の協力活動を実施している。 
 また、核兵器廃棄協力に関する二国間協定に基づき、ロシアとの間で、廃棄された核兵
器からとり出された核分裂性物質の貯蔵施設に関する協力、放射性廃棄物処理施設の建設
協力等を実施しているほか、ベラルーシ、ウクライナ及びカザフスタンに対しては、核物
質管理制度の確立のための協力等を実施している。 
 ロシア極東における低レベル放射性廃棄物の処理施設の建設については、ロシアによる
放射性廃棄物の海洋投棄が二度と行われないようにすることが重要であり、本件施設の建
設に関する協力の実施を進める一方で、我が国はロシアが放射性廃棄物の海洋投棄を禁止
するロンドン条約附属書の改正を受諾するよう強く求めてきている。 
 さらに、核兵器を含む大量破壊兵器関連の科学者・技術者の拡散防止、軍民転換等を目
的として設立された国際科学技術センター（ＩＳＴＣ）における原子力平和利用関連プロ
ジェクトの実施に対して協力を行っている。 



 この他、国際熱核融合実験炉（ＩＴＥＲ）計画の工学設計活動が、日、米、ＥＵ、露の
４極により実施されているほか、基礎研究分野等において、専門家の交流、情報交換が適
宜行われている。 
 なお、１９９７年１１月、クラスノヤルスクで行われた日露非公式首脳会談では、「橋
本・エリツィン・プラン」にＩＳＴＣを通じた対露支援が盛り込まれたほか、プランの一
分野として、現行の日露原子力協力協定に基づき、原子力の平和利用の分野における協力
を強化することが合意され、１９９８年３月、６年振りに開催された同協定に基づく日露
原子力協議では、今後の両国間の協力について議論が行われた。 
 
２．目的と意義 
（１）エネルギー供給と経済・社会の安定への貢献  
 安定したエネルギーの確保は、旧ソ連、中・東欧諸国における社会主義体制から民主
化・市場経済化へ向けた改革にとって重要なものとなっている。これら改革の成否は国際
社会全体の平和と安定に大きな影響を与え得るものである。改革が円滑に進められていく
にあたっては経済・社会が安定することが重要であり、そのためには安定したエネルギー
供給が不可欠と考えられる。従って、既にこれら諸国に存在し、重要なエネルギー供給源
の一つとなっている原子力発電所等が安全に運転されるための支援を行うことは経済的な
面からも意義があるものと考えられる。 
（２）安全性の確保 
 原子力安全に関する責任は当該原子力施設を所轄する国が負うという国際的に認められ
ている原則を定着させることが重要である。一方で、原子力事故は国境を越えた被害を及
ぼす可能性があるため原子力安全の確保は国際社会共通の課題である。また、諸外国の安
全確保の状況は我が国の原子力開発利用にも影響を与え得る。従って、安全性に懸念があ
り、今なお稼動を続けている旧ソ連、中・東欧諸国の原子力発電所等の安全確保のための
協力を行っていくことは重要である。さらに、ロシア極東地域における原子力安全に関す
る問題は、我が国を含め、地理的に近接する周辺アジア地域にとっても重要な問題となっ
ており、ロシア極東地域の原子力施設における安全の確保や海洋投棄の防止については、
我が国としても重大な関心を有さざるを得ない。 
（３）核軍縮と核不拡散への貢献 
 軍縮に伴う核兵器の廃棄については、基本的に当事国が責任を持って対処する問題であ
るが、核軍縮及び核兵器の廃絶は国際社会の課題であると同時に我が国の悲願である。我
が国がこれまで培ってきた原子力平和利用の技術と経験を活かし、核兵器の廃棄等平和に
向けた国際的な動向に積極的に協力することは、我が国が世界的な核軍縮と核不拡散に貢
献していくという観点から重要である。なお、核兵器の解体により生じるプルトニウムな
どの防衛目的にとって不要となった核物質は、核兵器への再転用を防止するために、国際
的な計量管理ないしは検証制度の下に置かれるべきである。 



（４）原子力科学技術協力の意義 
 旧ソ連、中・東欧諸国は、基礎研究や特定の分野において、独創的な比較的高い科学技
術水準を有することから、研究協力、人材交流等により、我が国の原子力技術の向上にも
資する可能性を有しているものと思われる。 
 
３．協力を進める上で配慮すべき基本的事項 
（１）協力の枠組 
 旧ソ連、中・東欧との原子力安全支援においては、欧州をはじめとする各国が様々な二
国間協力を実施しているほか、ＩＡＥＡ、ＯＥＣＤ等の国際機関による協力、欧州復興開
発銀行の原子力安全基金を通じた協力、Ｇ２４調整グループの活動等の多国間協力など、
多様な協力の枠組み及びそれを調整するシステムが存在する。協力にあたっては、これら
枠組みを活用するとともに、既存の協力活動、関係国との調整を十分に行うことが必要で
ある。 
 また、二国間における協力が進展し、国際的に規制対象となっている資機材の移転等の
長期的に安定した形での具体化に応じ、核不拡散の確保を考慮しつつ、二国間の原子力協
力協定の締結等についても検討を行うことが望ましい。 
（２）安全確保に重点を置いた協力 
 旧ソ連、中・東欧との協力にあたっては、当面、これら諸国の施設の安全性確保のため
の協力に重点を置くことが重要である。安全確保にあたっては、原子力活動を実施する者
とこれを所轄する国が一義的な責任を持つことが原則であり、これを相手国に十分に認識
させた上で、安全技術支援等の協力を実施する必要がある。一方、原子力施設における事
故は国境を超えて影響を及ぼす恐れがあり、特に、旧ソ連型炉（ＲＢＭＫ、ＶＶＥＲ－４
４０／２３０）の安全性確保は国際的に最も重要な課題とされていることから、我が国と
しても世界的な原子力安全の確保に貢献していく必要がある。協力にあたっては、協力の
相手国が、安全規制の強化とその確実な執行、施設の安全管理及び安全運転、輸出品を含
めた高い安全水準を持つ原子力関連機器の設計・製造など、原子力安全の向上に自ら主体
的に取組むことを可能にするために安全文化の醸成を促すことが重要である。 
（３）核物質の適切な管理 
 東西冷戦の終焉とともに、旧ソ連における核兵器等の管理の不安定化、核物質密輸等が
問題となっている現在、旧ソ連、中・東欧諸国との協力にあたっては核不拡散への配慮は
不可欠であり、特に兵器級プルトニウムの管理に関する協力等にあたっては、必要に応じ
て関係国や国際原子力機関とも調整しつつ核不拡散に配慮して、平和の目的に限って行う
ことが大前提であることをより明確にすることが不可欠である。 旧ソ連、中・東欧地域
における核不拡散に関する基盤の整備のため、核物質管理技術の向上、円滑な保障措置の
実施等に貢献していくことは、国際的な核不拡散にとって重要である。 
（４）相互協力及び基盤整備 



 旧ソ連、中・東欧諸国には優れた技術的蓄積を持つ国もある一方、旧ソ連崩壊、独立等
に伴い、従前の技術等の基盤を失った国もある。前者に対しては、これら技術を我が国に
導入し、相手国の主体的な技術開発をも促すために、双務的な協力を重視するとともに、
後者については、人材育成、研究基盤・技術基盤の整備への協力を重視していくことが適
当である。 
 
４．今後の施策 
（１）旧ソ連型炉に対する安全技術支援等 
 旧ソ連、中・東欧に対する原子力安全支援として、原子力発電所の運転者または規制担
当者に対する研修の実施、我が国のノウハウ等の移転を含む技術協力等を通じた二国間協
力及びＩＡＥＡ等を通じた多国間協力により、相手国の原子力施設の安全性及び信頼性の
向上を図る。特に、安全性向上のための原子力発電所の運転者訓練、規制担当者に対する
研修等の人材の養成・訓練を引き続き積極的に行っていく。なお、協力を効果的・効率的
に実施するためには、協力の実施状況、成果を適切に把握・評価するとともに、終了した
協力プロジェクトをフォローアップすることが重要である。 
 また、ウクライナに対しては、チェルノブイリ原発事故の影響評価等に関する協力及
び、ＥＢＲＤに設置されたチェルノブイリ石棺基金を通じたチェルノブイリ４号炉の石棺
プロジェクトに対する貢献を継続する。さらに、国際チェルノブイリ・センター及びウク
ライナ科学技術センター（ＳＴＣＵ）を通じた協力の可能性について検討する。なお、安
全支援等の実施にあたっては、被支援国及び他の支援国との十分な政策対話及び調査によ
って、当該国のニーズと協力の目標を見極めるとともに、関係国（機関）と十分に調整を
行い、効果的かつ効率的な協力を進めていく。 
（２）高速増殖炉等の研究開発に関する協力 
 旧ソ連、中・東欧の原子力施設の安全性に対しては依然として懸念がある一方、ロシア
及びカザフスタンが有する高速増殖炉の運転経験、再処理に関する研究開発実績等は、我
が国の研究開発に資する可能性がある。従って、関係国や国際的な核不拡散に関する環境
に十分配慮した上で、情報交換、専門家交流等を通じ共同研究等今後の具体的協力の可能
性を検討する。また、旧ソ連、中・東欧諸国の高い科学技術水準、知見等を我が国の研究
開発に資するための情報交換、人的交流等を積極的に実施する。 
 なお、相手国の技術ポテンシャルを活用し我が国の研究開発を効率的に行う観点から、
国際科学技術センター（ＩＳＴＣ）及びウクライナ科学技術センター（ＳＴＣＵ）の枠組
みの活用を図るとともに、旧ソ連諸国が有し、資金難のため活動が停滞している大型の研
究開発施設等の活用の可能性についても検討を行うことが必要である。また、相互理解の
推進、信頼関係の醸成等のため、人的交流等を活発化する。 
（３）核兵器廃棄協力等 
 核兵器の解体により生じるプルトニウムの管理等に関しては、原子力安全モスクワ・サ



ミット等における了解を踏まえ、核不拡散にも配慮しつつ、国際的な検討に積極的に参加
する。また、関係国とも調整しつつ、我が国の行い得る具体的な技術的協力についての検
討を進め、解体核から生じるプルトニウムの処分等に対し、ＭＯＸ利用技術等我が国がこ
れまで培ってきた原子力平和利用の技術と経験を活かし、かつ、協力を通じて我が国の原
子力開発利用技術の向上にも資するべく積極的な貢献を行っていく。 
 また、核兵器開発に従事していた研究者、技術者のポテンシャルを原子力平和利用のた
めの研究開発に向けるため、国際科学技術センター（ＩＳＴＣ）及びウクライナ科学技術
センター（ＳＴＣＵ）の活動に対し貢献していく。さらに、国内核物質管理制度確立のた
めの支援について、旧ソ連諸国との二国間協力を継続するとともに、旧ソ連、中・東欧に
対するＩＡＥＡの活動に積極的に参画していく。 



第Ⅲ章 核不拡散に関する我が国の対応のあり方及び方策 
 
１．最近の動向 
(1)冷戦後の国際環境と核不拡散問題 
 東西冷戦の終結を受けて、米国とロシアの関係は対立から協調に転じ、米露両国の戦略
核兵器を削減する戦略兵器削減条約交渉（STARTⅠ及び STARTⅡ）が進展するなど、国
際社会は大きな変革期を迎えている。一方、米露の核軍縮の進展に伴い、核兵器の解体か
ら生じる核物質の安全な管理・処分が、核不拡散の観点から新たな重要課題として浮上し
ている。冷戦後、旧ソ連諸国の経済的、社会的混乱が続く中で、核兵器及び核兵器関連技
術の管理体制に対する不安も指摘されている。 
 湾岸戦争の際、明らかになったイラクの核開発計画や、北朝鮮の核開発疑惑の発生を踏
まえ、国際原子力機関（IAEA）は保障措置の強化・効率化に取り組んでいる。冷戦後の国
際環境は不確実性が高く、冷戦構造下では表面化しなかった民族、宗教などの対立要因
が、地域紛争に結びつく可能性も懸念されている。世界各地でテロ事件が繰り返される中
で、テロリストが核兵器や他の大量破壊兵器を利用する危険性を指摘する声も聞かれる。 
 核不拡散に対する世界的関心が高まる中で、我が国が進めている原子力平和利用が将
来、核兵器開発につながるのではないかと懸念する一部の論調が海外に見受けられる。我
が国の原子力政策が海外では十分に理解されていない面もあり、各国の理解を得るため一
層努力することが必要である。その際、既に述べたように国際環境が変化する中で、平和
目的のプルトニウム利用の透明性の向上が、不拡散の観点から注目されるようになってい
る事情を踏まえる必要がある。 
 我が国が地理的にも歴史的にも密接な関連を有する近隣アジア諸国・地域は、最近、経
済の諸困難に直面しているものの、中長期的には持続的な経済発展が予想されており、特
に中国、韓国、台湾等においては原子力発電の増加が見込まれている。これによる核物質
の取扱量・移動量の増大、原子力関連技術や設備の輸出入の機会の増大により、近隣アジ
ア諸国・地域との原子力協力について核不拡散の面からの配慮の必要性が増大している。
また、我が国が旧ソ連、中・東欧諸国に対して行う原子力協力についても、核不拡散への
十分な配慮の必要性が増大している。 
(2)核不拡散体制の維持・強化のための取組み 
 核拡散の懸念に対して、国際社会では核不拡散体制の維持・強化を目的とした様々な取
組みがなされている。 
①NPT 体制の維持・強化 核不拡散条約（NPT）は世界的な核不拡散体制の中核的な柱で
あり、NPT の締約国数は 187（1998 年 8 月現在）に達している。近年、フランス、中国
が核兵器国として NPT を批准したほか、核拡散の面で懸念が持たれていた旧ソ連諸国
（ウクライナ、カザフスタン、ベラルーシ）が NPT を批准するなど、NPT 体制の強化に



資する動きが見られる一方、インド、パキスタン、イスラエル等未だ NPT への加入を拒
否している。今後はこれらの国々の NPT 加入を実現させ、NPT 体制をより完全なものに
していくことが課題となっている。特にインド及びパキスタンについては、1998 年 5 月に
複数回にわたる地下核実験が実施され、世界的な不拡散体制を強化しようとする努力に逆
行するものとして国際的に非難と懸念が表明されるとともに、無条件に NPT 及び包括的
核実験禁止条約（CTBT）を締結し、かつ、カットオフ条約交渉に参加するよう求められ
ている。また、NPT に基づき核兵器国も核軍縮の縮小等に向けて誠実に取り組むことが期
待されている。 
 1995 年に開催された NPT 再検討・延長会議において、NPT の無期限延長が決定さ
れ、「条約の再検討プロセスの強化」と「核不拡散と核軍縮のための原則と目標」が合意
された。前者については 2000 年に NPT 再検討会議が予定されており、NPT の完全な実
施と普遍性の促進等に向け一層の努力が求められている。後者においては、CTBT 交渉の
完了、カットオフ条約交渉の即時開始と早期締結、究極的核廃絶を目標とする核兵器国の
核軍縮努力等核軍縮の道筋が提示され、NPT 非締約国による IAEA との包括的保障措置協
定の締結、未申告施設の探知能力の強化に向けた IAEA 保障措置の強化・効率化、核不拡
散と両立する原子力の平和利用推進の重要性が確認された。 
②米露の核軍縮等の努力 
 1994 年 12 月に発効した STARTⅠを受けて、米国とロシアは戦略核弾頭の総数を各々
6000 発以下に削減する作業に取り組んでいる。米露はさらに、米露の戦略核弾頭総数を
各々3000 から 3500 発まで削減することを定めた STARTⅡに署名した（米国が同条約の
批准を済ませたのに対し、ロシアの批准手続が遅れている）。米露間では、戦略核の更な
る削減を目指して STARTⅢに関する協議も進展している。 
③核兵器解体により生じる核分裂性物質の管理、処分への支援 
 1996 年 4 月に開催された「原子力安全モスクワサミット」の合意を受けて、解体核兵器
から生じるプルトニウムの管理、処分を巡る国際協力のあり方を検討する専門家会合が
1996 年 10 月にパリで開催され、解体核から生じるプルトニウムの処理処分のオプション
（MOX 燃料に加工して燃焼、ガラス等で固化）について検討された。その後、米国は自
国の解体核兵器から生じるプルトニウムについて 1997 年 1 月にＭＯＸ燃料として燃焼及
び固化の両オプションを追求していくことを決定し、関連施設建設の準備を進めている。
一方、ロシアについては、MOX 燃料のオプションに関し、現在、MOX 燃料を製造するた
めのパイロット・プラントの建設プロジェクト等各国の取組みが進展しているが、今後、
ロシアの解体核兵器から生じるプルトニウムの処分の円滑な推進に向けてロシアの支援の
ための取組みについて一層の具体化を図ることが課題となっている。 
 また、旧ソ連諸国の核兵器の解体・廃棄を円滑に進めるため、米国では 1991 年にナン
＝ルーガー法が成立し、また、1993 年に発表された核不拡散政策に基づき、資金的・技術
的支援を実施している。また、ロシアの解体核兵器から生じる核分裂性物質が処分される



までの間、安全に貯蔵するための施設の建設を巡る協力も米、ロシア間で進展中であり、
我が国も貯蔵容器の供与を予定している。 
 こうした核兵器解体により生じた核分裂性物質の軍事再転用を防止するため、米国は、
軍事目的にとって不要となった自国の核分裂性物質を IAEA の保障措置下に置くことを自
発的に決定し、米、露、IAEA 間では、米露の核分裂性物質を IAEA の検認下に置く案が
検討されている。 
④プルトニウムの透明性向上等のための国際指針 
 プルトニウム利用の透明性向上に関しては、プルトニウム利用に関係する 9 カ国（米、
露、英、仏、中、日、独、ベルギー、スイス）に、IAEA と EU がオブザーバーとして参
加して、国際的な検討が行われた。その結果、1997 年 12 月、プルトニウム保有量を共通
の様式によって公表すること等を定めた「国際プルトニウム指針」が採択された。本指針
に基づき、1998 年 3 月には各国のプルトニウム保有量及びプルトニウム利用に係る政策の
ステートメントが公表された（一部の国は未公表）。 
⑤CTBT とカットオフ条約 
 地下核実験を含むあらゆる核実験を禁止する包括的核実験禁止条約（CTBT）は、1996
年 9 月に国連総会において採択され、署名のため開放された。CTBT は核兵器の開発・改
善を抑制するとともに、核軍縮に対する核兵器国の誠意を示す意味でも重要である。現在
まで、150 ヶ国が署名を済ませている（1998 年 8 月現在）が、条約の規定上、その批准が
発効要件となっている国（44 ヶ国）のうち、インド、パキスタン、北朝鮮が未だ署名して
おらず、これら諸国の署名と条約の早期発効が課題になっている。我が国は同条約の署名
及び批准を終え、各種監視施設の整備等に向けて取り組んでいる。 
 核兵器用の核分裂性物質の生産を禁止するカットオフ条約は、1995 年の NPT 再検討・
延長会議において、交渉の即時開始と早期終結の必要性が確認された。そして、1998 年８
月には、ジュネーブ軍縮会議が、カットオフ条約のための交渉を行う特別委員会の設置を
決定したところであり、今後、同条約の交渉が行われる予定である。 
⑥非核兵器地帯条約 
 一定地域内で核兵器の配備等を禁止する非核兵器地帯条約は、ラテンアメリカ地域にお
ける「トラテロルコ条約（1968 年発効）」、南太平洋地域における「ラロトンガ条約
（1986 年発効）」のように、冷戦中から存在した。近年、「東南アジア非核兵器地帯条約」
（1997 年発効）やアフリカ地域を対象とした「ペリンダバ条約」（未発効）など、非核兵
器地帯の設置に一定の進展が見られる。 
⑦IAEA 保障措置の強化・効率化 
 イラクの核開発計画の発覚等を契機にして、未申告核物質及び未申告原子力活動の探知
能力を向上するため、IAEA 保障措置制度の強化・効率化が課題となった。現行の保障措
置協定の範囲内で実施することが可能な方策（第１部）については、1995 年 6 月、IAEA
理事会において採択され、各国で順次導入されている。IAEA に新たな権限を付与するこ



とが必要な諸方策（第２部）は、NPT に基づき IAEA と締結するいわゆる包括的保障措置
協定に新たに追加される議定書に基づいて実施されることになっている。その議定書のモ
デルが 1997 年 5 月の IAEA 特別理事会において採択され、核不拡散体制強化という点で
極めて重要な前進がみられた。これまで、7 カ国が IAEA との間で追加議定書を署名して
いる（1998 年 5 月現在）。 
⑧原子力資機材・技術の輸出規制 
 原子力資機材・技術の非核兵器国に対する輸出規制に関しては、1977 年に原子力供給国
が核不拡散の観点から作成したガイドライン（「ロンドン・ガイドライン」）による輸出規
制の枠組みがある。イラクの核開発計画の発覚を契機に、輸出規制強化の必要性が認識さ
れ、1992 年には原子力専用品を規制対象とするパート１に加えて、原子力汎用品を対象と
するパート２が新設された。また、原子力専用品については、その輸出に際して、原則と
して受領国の包括的保障措置の受入れ等を条件とする管理体制の維持・強化が図られてい
る。 
⑨核物質の密輸対策 
 核物質の密輸に対しては、IAEA が核物質密輸事件を登録するデータベースを作成する
など、防止策に取り組んでいる。また、主要七カ国（G7）とロシアも情報交換や核物質管
理の強化等を通じて、密輸防止体制の強化に努力しており、今後ともより効果的な核不拡
散体制の構築に向けて、密輸防止のための関係国間及び IAEA との間の協力の充実強化が
重要となっている。 
⑩朝鮮半島エネルギー開発機構（KEDO） 
 北朝鮮の核開発疑惑については、朝鮮半島の非核化を達成するため、1994 年 10 月、北
朝鮮の黒鉛減速炉及び関連施設の軽水炉発電所への転換等を内容とする「米朝間の合意さ
れた枠組み」が決定された。この枠組みの下で、1995 年 3 月、米、韓、日の協力により朝
鮮半島エネルギー開発機構（KEDO）が設立され、現在、軽水炉建設への着工等軽水炉プ
ロジェクトが進展している。今後は、北朝鮮の原子力施設に対し、早期に IAEA 保障措置
が完全に実施されることが課題とされている。 
 
２．我が国の核不拡散に係る原子力政策の基本的考え方 
（１）原子力の平和利用政策 
 我が国は今後とも原子力基本法に基づき、厳に平和目的に限って原子力の開発利用を推
進すべきである。核不拡散への国際的な関心の高まりを踏まえ、また、より広い視野から
安全保障、国際政治等の動向を見据えながら、核不拡散に十分配慮した原子力平和利用政
策を実施することが必要である。そのためには国際的な核不拡散体制の下での義務を我が
国が引き続き厳格に果たすことが不可欠であり、IAEA の保障措置や核物質防護を効果的
かつ効率的に実施することが必要である。IAEA の保障措置の強化・効率化に対しても、
我が国の人材と技術を有効に活用できるような適切な国内の保障措置体制を整備すべきで



ある。 
 今後、プルトニウム利用の本格化が予定されている我が国としては、核燃料サイクル政
策を国際的な信頼を得つつ実施していくことが必要であり、現行の核不拡散体制上の義務
を果たすだけでなく、自発的な取り組みが必要と考えられる。我が国が自発的に定めた余
剰プルトニウムを持たないとの原則を今後も堅持し、合理的で整合性のあるプルトニウム
利用計画を推進するとともに、核不拡散体制の維持・強化に資する関連技術の研究開発に
も積極的に取り組むべきである。 
（２）原子力政策の透明性向上及び国内外の理解促進 
 我が国の原子力政策に対して、核拡散の観点から一部に懸念が表明されている事実に鑑
み、国内外の信頼を確保していくために我が国の原子力利用の透明性向上に向けて努力を
継続することが必要である。我が国の原子力平和利用の現状と政策についての対外的な発
信を積極的に行うことが重要であり、国内広報を充実させるとともに、関係諸国との政策
対話等を通じて国際社会の理解の促進に努力することが必要である。 
 原子力利用の透明性向上を図るためには、我が国として自発的な努力を継続するのみな
らず、核物質管理のための国際的な取組みに対しても我が国として積極的に参加すること
が重要である。 
（３）核不拡散体制の維持・強化への貢献 
 核不拡散体制の維持・強化に向けて、積極的に取り組むことが重要である。NPT は核不
拡散と原子力平和利用を両立させる基本的な枠組みであり、この条約の普遍性・実効性を
さらに高めるための努力を継続することが重要である。IAEA の保障措置は原子力の平和
利用を円滑に進める上で重要な制度であり、この制度の下で、国際社会は多くの利益を享
受している。その意味で、保障措置制度を国際公共財として位置づけ、IAEA 保障措置の
強化・効率化に向けて、我が国としてもこれまで培った技術や経験を活用して積極的に貢
献していくことが必要である。 
 核拡散の懸念に対して、ロンドン・ガイドラインに基づく原子力資機材の輸出管理や平
和利用のプルトニウムの管理を的確に実施すべきである。また、核物質防護条約等に基づ
く核物質防護体制の充実、強化に向けて取組むとともに、核物質の密輸防止に向けた国際
的取組みに積極的に参加し、IAEA 及び関係国との連携の充実を図るべきである。さらに
核兵器関連の技術や人材の拡散を防止するため、必要な支援を行うことが重要である。 
（４）核不拡散に配慮した原子力分野での地域協力 
 近隣アジア諸国・地域にも十分目を向けて関係国のニーズ等を考慮し、核不拡散の面に
も配慮した原子力利用における協力を進めることが重要である。最近の核不拡散への世界
的関心の高まりに配慮し、同地域の諸国の自主的な取組みを基本としつつ、保障措置の実
施や核物質管理の技術水準の向上のため、我が国が培った原子力平和利用技術等の活用を
通じて地域協力を推進すべきである。 
 旧ソ連・東欧諸国において既に核物質管理について支援を行っているが、今後とも核不



拡散体制の維持・強化の観点から、適切な協力、支援を進めることが必要である。 
 また、原子力利用の分野での協力については、我が国としては IAEA の包括的保障措置
を受け入れている国等 NPT の義務を履行している国に対して行うべきである。なお、
NPT 非締約国に対しては、引き続き対話等を通じて、NPT への加入とそれに基づく保障
措置の厳格な義務の履行を求めることが重要である。また、我が国は原子力資機材・技術
の移転に際してはロンドン・ガイドラインを遵守していく。 
（５）核不拡散に係る新たな視点からの取組み 
 冷戦終焉後の核拡散の懸念に対応し、また、現在進められている核軍縮の進展に向けて
新たに重要となった取組みに関し、我が国も国際社会の一員として、原子力の平和利用で
培った経験を生かして適切な努力を行う必要がある。核兵器の解体により生じる核分裂性
物質の管理や CTBT における国際監視制度等の整備運用に向けた努力に加え、バーミンガ
ム・サミットにおけるインドの核実験に関する声明やその後のパキスタンによる核実験に
対する国際的な動向を踏まえつつ、引き続き CTBT の発効やカットオフ条約交渉の早期開
始に向けて積極的に努力すべきである。 
 
３．今後の施策 
（１）核不拡散に対応した原子力平和利用政策の推進 
 核不拡散に対応した原子力平和利用政策を進めるため、原子力委員会における専門的な
立場からの審議機能の充実を図り、核不拡散と両立する原子力平和利用政策の企画・立案
を円滑に進める必要がある。 
 我が国の原子力政策に対する内外の理解と信頼を確保するため、国際シンポジウム、セ
ミナー等を積極的に開催し、対外的な発信と諸外国との政策対話を活発化させることが重
要であり、これらを通じて、核不拡散体制の維持・強化に資する原子力政策の諸提案の提
示に向けて努力する必要がある。海外も含め産、学、官等の幅広い立場で、また広い視野
から、核不拡散への対応に配慮した原子力利用のあり方について議論が行われるような環
境づくりが重要であり、既存の組織、セミナー等の活用とともに適当な場を設置すること
を含め、国としても必要な努力を行うべきである。 
（２）IAEA 保障措置の強化・効率化等核物質管理の取組み 
 IAEA の保障措置制度の強化・効率化に向けて、国内保障措置制度と IAEA 保障措置と
の連携強化を図るとともに、リモート・モニタリング、環境サンプリング等新しい技術・
手法の導入、実施に向けて積極的に取り組むことが必要である。 
 1997 年 5 月に IAEA 特別理事会で採択されたモデル議定書を踏まえ、我が国としても保
障措置の強化・効率化に関する追加議定書を出来るだけ早期の締結に向けた交渉に最大限
努力する必要がある。上記追加議定書を締結する際に必要となる国内法整備を進める必要
がある。また、効果的・効率的な査察活動を実施するため、専門的な知見と技術を有する
組織の充実と活用を図るべきである。大型再処理施設に対する保障措置については、IAEA



との協議を進めるとともに必要な技術開発を積極的に進める必要がある。 
 保障措置の効率化方策については、調査や新しい技術の研究開発を進めるほか、現在進
めている軽水炉のリモート・モニタリングの早期定常利用に向けて試験を継続し、IAEA
とも連携しつつ可能なものから順次実施すべきである。 
 また、核物質防護については、国際的なガイドライン等に沿って引き続き適切に実施す
るとともに、核物質防護の充実、強化に向けた国際的な取組みにも積極的に参加すること
が必要である。 
（３）原子力政策の透明性向上及び国内外の理解促進 
 原子力利用活動の透明性向上については、我が国のプルトニウムの保有量の公開を引き
続き行うとともに、国内外の理解の促進や核物質管理のために必要な人材の育成にも配慮
して、核物質管理に関する広報活動やセミナー、研修等を活発に行う必要がある。 
（４）核不拡散関連技術の開発 
 保障措置や核物質防護等、核不拡散に関連する技術の研究開発を IAEA 等と連携を図り
つつ積極的に進めるべきである。こうした研究開発を計画的に進めるため、外部の有識者
の協力も得ながら十分な検討を行い、我が国としての核不拡散関連技術の研究開発計画を
作成すべきである。同計画に基づいて開発された技術を我が国の国内保障措置等の効果
的・効率的な実施に活用するともに、海外への技術移転等により世界的な核不拡散体制の
強化に貢献すべきである。 
（５）国際機関への財政的、人的貢献 
 核不拡散体制を支える IAEA や包括的核実験禁止条約機関（CTBTO）準備委員会とい
った国際機関等の機能が十分に発揮できるよう、財政的な支援を継続するとともに、日本
人職員の派遣等人的な支援についても必要な環境整備を行いながら一層の充実を図ること
が重要である。 
（６）近隣アジア諸国・地域との原子力協力 近隣アジア諸国・地域に対しては、核不拡
散を確保した上で原子力平和利用を行うために、同地域の多様性や原子力利用の状況を踏
まえた原子力利用分野での協力を推進すべきである。関係諸国との政策対話やセミナーの
開催等によって人的交流の活発化に向けて取り組み、また、関係国のニーズを踏まえ、核
不拡散等に係る国際環境に配慮しつつ、核物質管理の専門家、技術者の育成に向けた協力
や核物質管理関連技術の円滑な移転等を進めるべきである。 
（７）旧ソ連、中・東欧諸国との原子力協力 
 核拡散の懸念が生じることがないよう核物質の適切な管理について支援を行うととも
に、核兵器関連の技術、人材の拡散防止の観点から、旧ソ連時代に核兵器を含む大量破壊
兵器の開発に従事していた研究者、技術者の活動を原子力平和利用に向けるため、国際科
学技術センター（ISTC）及びウクライナ科学技術センター（STCU）の活動に対して貢献
すべきである。また、ロシアの解体核から生じる核分裂性物質の管理・処分に対する国際
的な取組みに今後とも積極的に参加し、我が国として適切な支援を行うことを引き続き検



討する必要がある。 



終章 まとめ 
 
 原子力の平和利用は、その開発の当初から、科学的・技術的情報の普及、人材の養成、
資機材の供給、安全確保方策の構築、核拡散防止手段の実施等その重要な側面をあまねく
国際的合意と協力を基盤として発展してきている。原子力開発利用において大きく国際協
力の恩恵を受けている我が国は、積極的に国際協力に貢献する責務がある。 
 原子力開発利用に対する各国の考え方や状況は、それぞれに異なっているので、国際協
力においては、各国の実状との整合性に留意しつつ、継続的に活動を進めることが重要で
ある。その際、安全確保と核拡散防止への取組が確実になされること、技術力、人材等の
基盤が整備されること、透明性が確保され国民の理解が得られること、といった基本的要
件が満たされることが必要である。 近隣アジア地域は、今後の世界において、原子力開
発利用拡大の必要性と可能性の最も大きい地域と見込まれている。この地域で最も先進的
に原子力開発利用を推進してきた我が国が、この地域の国際協力に果たすべき役割とそれ
への期待は極めて大きいことを認識しなければならない。 
 先年来我が国が率先して開催している「アジア地域原子力協力国際会議」や「アジア原
子力安全会議」を相互の考え方を疎通させる対話の場として引き続き活用していくことは
重要である。即ち、国際協力の共通の目標と問題解決に向けて、総合的、有機的な連携と
調整を行うための共同活動としてアジア原子力協力に関するネットワークをこれらの場を
通じて構築することが効果的と考えられる。当然、このネットワークにおける活動は、既
に進められているＩＡＥＡやＯＥＣＤ／ＮＥＡを通じた協力活動、或いは個別の二国間協
力活動と十分に整合的でなくてはならない。 
 原子力の研究開発及び利用には、長期的かつ継続的な取組が不可欠であり、協力の実施
にあたっては効率を重視しなくてはならない。そのためには、各国のニーズに合わせて我
が国の官民が経験に基づき、それぞれの役割を効果的に分担して協力を進める必要があ
る。基本的には、基礎的な研究開発、安全確保や核拡散防止のための基盤整備は国が、事
業の展開やそのための技術・経験の移転等は民間がそれぞれ役割を果たすべきである。こ
れらを考慮し、政策対話やネットワークの強化に努めつつ、以下の諸点を実施することが
重要と考えられる。 
 各国のニーズに適合したコンサルティングを行う機能を充実すること。 
 協力プロジェクトを適切に実施、評価すること。 
 国際協力のための人材の養成、確保を図ること。 
 研修機関の育成、研修の連携強化を図ること。 

 また、近隣アジア諸国の原子力開発利用への取組みと状況にはかなりの差異があり、多
様であるので、それぞれの国・地域に応じた協力を行わなければならない。 
 すでに原子力発電所を導入し、今後も拡張を計画している国・地域や将来の原子力発電



導入を検討中の国・地域とは安全性の向上、研究・技術基盤の整備について対話を促進し
つつ、二国間の協力の充実とともに既存の国際機関等の活動を活用して協力を進める。こ
の際、安全確保とそのソフトの移転、即ち「安全のワンセット供給」が特に重要と考えら
れる。 
 研究炉、加速器、ラジオアイソトープ（ＲＩ）等による放射線利用が中心の近隣諸国と
の協力においては我が国のイニシアティブにより、研究炉ネットワークや電子加速器ネッ
トワークを構築するとともに、研究交流、専門家派遣を充実し、それぞれにニーズに応じ
つつ、技術レベルの向上と安全確保を進め原子力開発利用の拡大に資することが重点とな
る。 
 旧ソ連、中・東欧との国ベースの協力は、チェルノブイリ原子力発電所の事故をきっか
けとして、旧ソ連型の原子力施設の安全性に対する国際的懸念が生じたことから、安全性
向上支援という形態で開始され、さらに、原子力安全モスクワ・サミット以来、核軍縮に
伴い解体された核兵器から生じる余剰プルトニウムの管理に関する協力について国際的検
討が進められている。これらは、原子力安全確保、核不拡散等の観点から、国際社会共通
の課題である。これらについては、原子力活動を実施し、施設を所轄する国が安全確保に
ついて一義的な責任を有することが原則である旨を確認した上で協力を実施することが重
要である。 
 旧ソ連、中・東欧諸国との具体的な協力については、原子力安全に関しては、既存の二
国間及び多国間による安全支援の枠組みを中心として実施する他、チェルノブイリ原子力
発電所４号炉の石棺プロジェクトへの協力を継続する。また、核不拡散に関しては、旧ソ
連各国との核兵器廃棄協力協定の下、国内保障措置制度の確立支援等を実施するほか、解
体核兵器から生じるプルトニウムの管理のための国際的検討に積極的に参加していく。一
方、ロシア及びカザフスタンは高速炉の運転経験等を相当に有しており、これらは我が国
の関連技術向上に資する可能性もあるので核不拡散等に係る国際的環境に配慮しつつ、具
体的協力の可能性を検討する。また、国際科学技術センター（ＩＳＴＣ）やウクライナ科
学技術センター（ＳＴＣＵ）もこれら諸国との協力を実施するために有効な枠組みであ
る。 
 原子力の平和利用は、我が国の原子力利用に関する政策においても根幹と言うべきもの
である。我が国の原子力研究・開発・利用は、平和目的に徹しており、核兵器を保有する
ことはないことを、国民に対してはもちろんのこと、国際社会に対しても繰り返し説明す
ることで理解を得るよう努めることが必要である。 
 我が国は、平和利用を堅持すること、余剰のプルトニウムは持たないことを政策として
確立するとともに、世界の核不拡散体制の強化のためにも率先して取り組んできたが、こ
うした努力は今後とも継続することが必要である。 
 また、最近では冷戦構造の終焉から米露において核軍縮に向けた努力も行われている
が、こうした努力は国際的な核不拡散の強化という観点からも不可欠なものとの理解に立



って、今後とも核兵器国が一層の核軍縮に向けて取り組むことを期待するとともに、我が
国としても、原子力の平和利用で培った技術、経験を下に協力や貢献をしていくことが重
要である。 
 こうした点を考慮して、今後、核不拡散に対応した原子力利用政策において原子力委員
会の審議機能の充実を図るとともに、以下の諸点の実施が重要と考えられる。 
・ IAEA 保障措置の強化・効率化に向けた追加議定書の早期締結に向けた交渉に積極的に

取り組み、併せて円滑な実施のために取り組むこと。 
・ プルトニウム利用政策の透明性の向上と国内外の理解の促進に向けた広報活動を行う

こと。 
・ 核不拡散関連技術の研究開発を計画的に実施すること。 
・ 核軍縮・核不拡散に係る条約に関し、その確実な実施を図る観点から、ＣＴＢＴの国

際監視制度等の検証機能の確立に向けて取り組むこと。 
・ ２０００年のＮＰＴの再検討会議に向けて準備作業に参加する等積極的に取り組むこ

と。 
 我が国が原子力分野で国際協力を進めていくにあたっては、ＩＡＥＡ、ＯＥＣＤ／ＮＥ
Ａ、ＣＴＢＴＯ準備委員会等に財政的貢献を継続することも重要であるが、一方、日本人
職員の派遣等人的な貢献をより充実、拡大していく必要がある。そのためには、国際機関
等で活躍できる人材の養成及び政府関係機関のみならず大学、民間からの人材の発掘に務
めるとともに、国際機関等での勤務がその後のキャリア形成に不利となることがないよう
派遣元組織等の十分な配慮がなされることが必要である。 
 国際協力は、あらゆる分野で人的な繋がりを基本としており、本報告書で述べてきた施
策を円滑に実施するにあたっても、相手国との関係をはじめとしてあらゆる面で人的な繋
がりが重要となってくる。しかしながら、我が国において原子力の国際協力のための人材
は、国際機関における日本人職員の数に示されるように未だ十分と言える状況にはない。
一方、原子力開発利用について協力を行うに当たっては、安全上の観点、核不拡散上の観
点等から、支援の相手国はもちろん、関係国との調整や連携を取りつつ進めていくことが
必要である。本章の冒頭で述べたように、原子力の開発利用にとって国際協力は不可欠で
あり、従って、今後、我が国の原子力開発利用の発展を図るためには、国際協力に係る人
材の育成に真剣に取り組んでいく必要がある。 
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「原子力の安全に関する条約」の概要 
 

１．本条約は、世界的かつ高いレベルの原子力安全の達成等を目的とするもの。その適用
対象施設は、民生用原子力発電所。 
 
２．締約国が負う義務の概要は、以下の通り。 
 （我が国の場合、原子炉等規制法等の現行法令の下で義務の履行が可能。） 
（１）条約に基づく義務を履行するためにとった措置に関する報告を提出すること。 
（２）施設の安全を規律するため、法令上の枠組みを定め及び維持すること。 
（３）法令上の枠組みの実施を任務とする規制機関を設立し又は指定すること。 
（４）施設の立地、設計、建設及び運転の各段階において安全確保のために適当な措置を
とること。 
（５）緊急事態のための準備に係る適当な措置をとること。 
 
３．１９９４年９月２０日に署名のための開放が行われ、我が国は署名開放の初日である
９月２０日に署名、１９９５年５月１２日に締結した。本条約は、原子力発電所保有国１
７ヶ国以上を含む２２ヶ国以上の締結（批准受諾等）により発効することとなっており、
１９９６年１０月２４日に発効した。１９９８年６月現在、４６カ国が締結。 
 
４．各締約国が提出すべき報告書の「形式及び構成に関する指針（ガイドライン）」及び
「報告の検討のための手続き（レビュープロセス）」等を定めるために、１９９７年４月
に準備会合が開催された。続いて、このガイドラインに沿って作成、提出された報告書を
検討するため、第１回の締約国会合が１９９９年４月に開催される予定。 
締結国一覧（１９９８年５月現在） 
アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、バングラディシュ、ベルギー、ブラジ
ル、ブルガリア、カナダ、チリ、中国、クロアチア、チェコ、フィンランド、フランス、
ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイルランド、イタリア、日本、韓国、ラトビア、レバ
ノン、リトアニア、ルクセンブルグ、マリ、メキシコ、オランダ、ノルウェー、パキスタ
ン、ペルー、ポーランド、ポルトガル、モルドバ、ルーマニア、ロシア、シンガポール、
スロバキア、スロベニア、南アフリカ、スペイン、スウェーデン、スイス、トルコ、ウク
ライナ、英国 
             締結国は 46 か国（原子力発電所保有国 25 か国（下線付）） 



「使用済燃料の安全管理及び放射性廃棄物の安全管理に関する条約」の概要 
 

１．本条約は、使用済燃料及び放射性廃棄物の安全管理に関する安全水準を高めていこう
とする奨励的性格を有するものであり、その概要は以下の通り。 
（１）目的 
 使用済燃料及び放射性廃棄物の管理において、高い水準の安全を世界的に達成及び維持
すること。 
（２）適用範囲 
 民生用原子炉から発生する使用済燃料の管理及び民生の原子力利用から発生する放射性
廃棄物の管理に適用。 
（３）安全要件 
 使用済燃料及び放射性廃棄物の管理施設について、立地、設計、建設、安全評価、運
転、廃止等、立地から廃止に至る過程において適切な措置をとることを規定。 
（４）国境間移動 
 使用済燃料及び放射性廃棄物の国境を越える移動について、発送国が受領国に事前通報
し、同意を得ること等を規定。 
（５）検討会合と報告事項 
 各国が提出する条約実施措置等に関する報告書を互いにレビューする検討会合が定期的
に開催される。 
（６）発効要件 
 原子力発電所を運転している 15 ヶ国を含む 25 ヶ国が締結した日から 90 日後に発効。 
 
２．１９９５年よりＩＡＥＡにおいて本条約の策定が開始され、１９９７年９月５日に外
交会議において条約案が採択され、同年のＩＡＥＡ総会初日（１９９７年９月２９日）に
署名開放された。 
署名国一覧（１９９８年６月現在） 
アルゼンチン、ベルギー、ブラジル、カナダ、クロアチア、チェコ、デンマーク、フィン
ランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、インドネシア、アイルランド、イタ
リア、カザフスタン、韓国、レバノン、リトアニア、ルクセンブルグ、モロッコ、ノルウ
ェー、ペルー、フィリピン、ポーランド、ルーマニア、スロバキア、スロベニア、スペイ
ン、スウェーデン、スイス、ウクライナ、英国、米国 

署名国は 33 か国（原子力発電所保有国は 21 か国（下線付）） 













アジア地域原子力協力国際会議の概要 
 

１．目的 
 我が国と地理的、経済的に密接な関係にある近隣アジア諸国は、原子力分野において放
射線利用、研究炉利用等の面で多くの共通課題を有しており、これらに取り組むにあたっ
て、近隣アジア諸国が相互に協力することは重要である。 
 かかる認識のもと、原子力委員会は、近隣アジアにおける地域協力の具体化に向けて意
見交換・情報交換を行い、地域協力に関する関係各国のコンセンサスを得ることを目的と
して、平成２年度より近隣アジア諸国の原子力関係者が一堂に会する「アジア地域原子力
協力国際会議」を毎年開催している。 
 直近では、平成１０年３月３日（火）に「地域協力の新しい展開をめざして」の主題の
もと、第９回会議を東京で開催した。 
 また、本会議の合意に基づき、現在①研究炉利用、②放射線の医学利用、③放射線の農
業利用、④パブリックアクセプタンス、⑤放射性廃棄物管理、⑥原子力安全文化の各分野
につき地域協力活動を実施している。 
 
２．参加国 
 オーストラリア、中国、インドネシア、韓国、マレイシア、フィリピン、タイ、ヴィエ
トナム（第６回より）、日本 
 
３．平成９年度の分野別地域協力事業概要



アジア原子力安全会議の概要 
 

１．目的・経緯 
 原子力発電導入の動きが活発化しているアジア地域において、「安全最優先」の理念を
確認し、実現していくための意見交換を行うもの。モスクワ原子力安全サミット（平成８
年４月）における橋本総理の提案を受けて開始された。 
   平成８年１１月 ５日 アジア原子力安全東京会議 
   平成９年１０月３０日 アジア原子力安全ソウル会議 
 
２．参加国 
（１） 正式参加国 
 原子力発電所を有するか又は原子力発電の導入の可能性を有する近隣アジア諸国とし
て、過去２回は下記の９カ国が参加。 

日本、韓国、中国、オーストラリア、インドネシア、マレイシア、フィリピン、タイ、
ヴィエトナム 

（２） オブザーバー 
 原子力安全は国際的に重大な関心事であるため、域外国からのオブザーバー 参加も受
け入れている。これまでの実績は下記。 
 日本を除くＧ７（但し、伊は第２回は参加せず）、ロシア、シンガポール、ウズベキス
タン、インド、パキスタン、ＥＵ（但し、第２回は参加せず）、ＩＡＥＡ、ＯＥＣＤ／Ｎ
ＥＡ 
 
３．議題（アジア原子力安全ソウル会議の例） 
（１） 原子力施設における安全 
（２） 原子力損害賠償制度の創設 
（３） アジアにおける原子力安全協力制度 
（４） 放射性廃棄物管理 
 
４．作業部会 
 アジア原子力安全ソウル会議において以下のことが合意された。 
（１） 原子力安全にかかる協力強化のための作業部会の設置 
（２） 原子力安全条約国別報告書非公式作業部会(本年 5 月に我が国主催で第 1 回開催)の

設置 
（３） 原子力規制当局間会合の開催の有用性 



原子力科学技術に関する研究、開発及び訓練のための地域協力協定（ＲＣＡ）の概要 
 

１．概要 
 ＲＣＡとはＩＡＥＡの枠内でアジア・太平洋地域の開発途上国を対象として、原子力科
学技術に関する研究開発及び訓練計画を促進調整することを目的とした協力協定。協力分
野は、環境保全・工業利用、医学・生物学利用、農業・食品利用、放射線防護、研究炉利
用、エネルギー生産の６分野に分類されている。 
 
２．加盟国 
 オーストラリア、バングラディシュ、中国、インド、インドネシア、日本、韓国、マレ
イシア、パキスタン、フィリピン、シンガポール、スリランカ、タイ、ヴィエトナム、モ
ンゴル、ミャンマー、ニュージーランド（17 カ国） 
 
３．我が国の協力プロジェクトの概要と参加機関 
 我が国としては域内先進国の一つとして、開発途上国の重要課題である環境保全・工業
利用、医学・生物学利用、放射線防護の３分野について、以下のプロジェクトを中心に協
力を実施中。 

○ 環境保全・工業利用プロジェクト（日本原子力研究所を中心に実施中） 
・ 非破壊検査（超音波利用） 
・ 放射線加工（ポリマーに関する放射線化学の応用、天然高分子の放射線加工） 
・ ＵＮＤＰ／ＩＡＥＡ／ＲＣＡ共同プロジェクト（農業廃棄物利用、電子伝達網

の整備と技術支援） 
○ 医学・生物学プロジェクト（放射線医学総合研究所を中心に実施中） 

・ 核医学（肝疾患診断のための画像化、甲状腺機能亢進症の放射性ヨード投与治
療の標準化） 

・ 放射線治療の品質管理（放射線治療システム技術向上） 
○ 放射線防護プロジェクト（放射線医学総合研究所、日本原子力研究所、動力炉・

核燃料開発事業団を中心に実施中） 
・ 個人線量計の相互比較 
・ アジア標準人の設定 
・ 放射能測定の相互比較 



国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の概要とその職員構成について 
 

１．ＩＡＥＡの概要 
(1)発 足 
 ・米国の提唱を契機に１９５７年７月、国際原子力機関憲章の発効により発足 
 ・本部所在地：ウィーン（オーストリア） 
 ・我が国は発足当初からの加盟国 
(2)目 的 
 ・世界の平和、健康及び繁栄のための原子力の貢献を促進し増大する。 
 ・また、提供した援助がいかなる軍事目的を助長するような方法でも利用されないよう
に確保する。 
(3)加盟国 １２７ヶ国（１９９８年６月） 
(4)組 織 
 ・総会：全加盟国の代表者で構成され、通常年一回開催 
 ・理事会：３５ヶ国で構成。我が国は理事会指定理事国。 
 ・事務局：総職員数 約２２００名（内 邦人職員４６名＊１） 
 ・事務局長：モハメド・エルバラダイ（エジプト出身） 
(5)予 算 
 ・１９９７年予算：約２．２２億米ドル 
 ・我が国基本分担率：約１６％（米国に次ぐ２番目の拠出額） 
(6)主な業務 
 ・開発途上国に対する原子力平和利用分野での技術協力 
 ・核物質等が軍事目的に転用されないための保障措置の実施 
 ・原子力発電、核燃料サイクルの安全性等に関する調査検討の実施 
 ・アイソトープ、放射線利用、核融合等の研究開発分野での活動の実施 
 
２．ＩＡＥＡにおける地域別職員構成 
 １９９８年６月時点における総職員の４２％を占める専門職・上級職員（９２８名）の
構成は以下の通り。(ＩＡＥＡデータより) 
  極東 ８．４％（うち、日本：２．９％＊２） 
  東南アジア及び太平洋 ４．６％ 
  中東及び南アジア ７．２％ 
  アフリカ ７．８％ 
  東欧 １３．４％ 
  西欧 ３０．０％（うち、英：４．６％、独：４．３％、仏：２．５％） 
  南米 ８．４％ 



  北米 ２０．２％ 
＊１ １９９８年８月現在、正規職員２６名とコストフリー職員２０名が勤務 
＊２ この中には、コストフリー職員は含まれていない。 
＊３ ＩＡＥＡホームページ・アドレス：http://www.iaea.or.at 











日ソ原子力協定の概要 
 

１．経緯 
 原子力の平和利用分野における日ソ両政府間の協力は、日ソ科学技術協力協定下
（ 1973 年 10 月 10 日署名 ）で実施されてきたが、原子力発電所の安全性に対する関心
が高まってきたことを背景の一つとして、1990 年（平成 2 年）9 月の日ソ外相間協議にお
いて原子力活動に於ける高い水準の安全性の確保に関する協力を推進することで認識の一
致を見た。その後両国間の協議が行われた結果、ゴルバチョフ大統領来日中の 1991 年
（平成 3 年）4 月 18 日、原子力の平和的利用の分野における協力に関する協定が中山外務
大臣とベススメルトヌィフ外務大臣との間で署名された。以後、協定に基づくロシア（乃
至ソ連）との協議が 91 年、92 年及び 98 年の 3 回行われている。 
 
２．内容 
 協力分野（協定第一条） 
  ①原子力発電所の活動における安全性 
  ②放射線防護及び環境監視 
  ③放射性同位元素及び放射線の研究及び応用 
  ④放射性廃棄物の処理及び処分 
  ⑤両政府が合意するその他の分野 
 協力の方法（協定第二条） 
  ①安全性に関連する規制に関する情報の交換 
  ②科学的及び技術的情報の交換 
  ③科学者、技術者その他の専門家の交流 
  ④共同研究 
  ⑤両政府が合意するその他の形態 





旧ソ連核兵器廃棄支援の概要 
 

１．日本政府は、９３年４月、旧ソ連の核兵器廃棄を支援するために総額約１億ドル（１
１７億円）の協力を行うことを発表。 
 
２．９４年３月までに、ロシア、ウクライナ、カザフスタン、ベラルーシそれぞれとの間
で核兵器廃棄協力に関する二国間協定を締結し、各核兵器廃棄協力委員会を設立。総額１
１７億円を各委員会に対し以下のように配分し拠出。 
   日露委員会：８１億９千万円（全体の７０％） 
   日・ウクライナ委員会：１７億５５００万円（１５％） 
   日・カザフスタン委員会：１１億７千万円（１０％） 
   日・ベラルーシ委員会：５億８５００万円（５％） 
 
３． 協力プロジェクトの概要と現状 
（１） 対ロシア 
 （イ）液体放射性廃棄物・処理施設の建設 
 極東における液体放射性廃棄物の海洋投棄を防止するため、処理施設の建設に向け作業
中。９６年１月、落札業者と建設契約が署名され、現在建設の最終段階にある。これは、
現在貯蔵されている液体放射性廃棄物に加え、今後極東に於いて原子力潜水艦の解体に伴
って生じる液体放射性廃棄物の海洋投棄を将来にわたり防止するために十分な処理能力を
有するものとなる予定である。 
 （ロ）緊急事態対処機材の供与 
 核弾頭を解体場から貯蔵施設に移送する際に事故等が発生する場合を想定して、スペク
トロメータ（放射線分析装置）、無線機、パソコン等緊急事態に対処するための機材を供
与する予定。 
（２） 対ウクライナ 
 （イ）核物質管理制度確立支援 
 ウクライナ、カザフスタン、ベラルーシはＮＰＴに非核兵器国として加入し、ＩＡＥＡ
保障措置を受ける義務を負うことになったが、そのための技術的基盤を欠いているので、
核物質管理制度の確立を支援する必要がある。 
 ウクライナについては、ハリコフ研究所等に対する計量管理及び核物質防護システム確
立を中心として支援を実施中。 
 （ロ）核兵器廃棄要員のための医療機器供与 
 核兵器廃棄の過程で発生する放射能汚染や有毒なミサイル燃料の漏出等による被害を受
けた軍の要員の検査・治療のために、９５年６月、６００万ドル相当の医療機器・医薬品
を供与し、９７年１０月、各種分析機材用試薬の追加供与を実施した。また、国防省の要



請を受け、軍病院に対する医療機器の追加供与を実施する予定。 
（３） 対カザフスタン 
 （イ）核物質管理制度確立支援 
 アクタウの高速増殖炉（ＢＮ−３５０）に対してフローモニター機器、計量管理システ
ム及び核物質防護システムを供与済み。また、原子力庁及び原子エネルギー研究所の核物
質防護システムの支援を実施中。 
 （ロ）セミパラチンスク核実験場周辺地域の放射能汚染対策 
 周辺住民に対する核実験の影響を調査し、検査や治療に必要な医療機器を供与する予
定。第一段階として、汚染調査実施主体である国立核センター（ＮＮＣ）に対して、ＥＳ
Ｒ（サンプリングした歯の放射線量を測定する機器）を供与済み。また、カザフスタン保
健省からの要請に基づき、カザフスタン共和国祖国戦争障害病院（在アルマティ）に対す
る、医療機材及び医薬品の供与を９７年８月２０日に実施した。 
（４）対ベラルーシ 
 （イ）核物質管理制度確立支援 
 ミンスク近郊のソスヌイ研究所等に対して計量管理ソフト、測定機器、通信機器（モデ
ム）、核物質防護システム関連機器を供与済み。現在、維持管理体制のサポートを実施
中。 
 （ロ）旧軍人の職業訓練センターに対する機材供与 
 戦略核ミサイル軍の解体に伴い職を失う軍人の民間セクター転出を促 進するためリー
ダ市に開設される、職業再訓練センターに関連機材を供与することとしており、９７年１
２月、本件実施取決め案につき、合意が得られ、９８年４月６日、右実施取極めの署名を
了したことを受け、本年中に供与を実施する予定。 
 

（了） 



ＩＳＴＣ（国際科学技術センター）について 
(ＩＳＴＣ：International Science and Technology Center） 

 
１．目的 
  ＩＳＴＣは以下の目的のため、旧ソ連諸国の機関及び施設に対し、資金を提供する。 

(イ) 旧ソ連邦諸国の大量破壊兵器開発科学者等に平和活動に従事する機会を与えるこ
と。 

(ロ) 市場経済への移行を強め、研究及び技術開発（特に環境保全、エネルギー生産、
原子力安全の分野）を支援すること。 

 
２．経緯 

① １９９２年 ３月：日、米、ＥＣ、露の４極は、ブラッセル閣僚会合を開催し、
センター設立を宣言。 

② １９９２年１１月：４極は「国際科学技術センターを設立する協定」に署名。 
③ その後、ロシアの国内事情により、批准の必要なくＩＳＴＣを暫定的に発足させ

る議定書を作成。これにより同センターを暫定設立。 
④ 以後１９９８年３月の第１５回運営理事会までに総数５５１件、総額約１億６,６

００万ドルの支援がコミット。これらに対して１９,０００人以上の研究者が従
事。 
 

３．加盟国等： 
 日、米、ＥＵ、露、ノルウェー、スウェーデン（現在はＥＵに所属）、フィンランド
（現在はＥＵに所属）、韓国（手続き中）グルジア、アルメニア、ベラルーシ、カザフス
タン、キルギスタン 
    各国（極）の支援コミット額の内訳は、以下の通り（９８年３月現在） 
    日本：２６,０１６千ドル、米国：６９,４９５千ドル、ＥＵ：６０,４６５千ドル 
 
４．組 織： 

① 理事会 
・任務：センターの方針及び手続き規則の決定、プロジェクトの承認等。 
・日本、米国、ＥＵ、ロシア、アルメニア（CIS 諸国より交替で１国が理事国を
努める）で構成。 

② 事務局 
・任務：運営理事会の準備、提案プロジェクトの検討に関する調整等。 
・事務局長、事務局次長、職員等約８０名で構成（日本人スタッフは４名）。在
モスクワ。 



③ 科学諮問委員会(SAC:Scientific Advisory Committee) 
・任務：提案プロジェクトに関する科学的助言の理事会に対する供与等。 
 

５．資金支援者の拡大（パートナー制度） 
 各国は 1996 年 3 月に取りまとめられた「2 年間の活動に関するレビュー」において、
企業を含む参加者(資金支援者)の拡大が今後の課題であることを確認。 
 企業参加用の規則「パートナー・プログラム」が第 13 回理事会において承認され、各
国とも協力者の拡大を図っている。 
 我が国では、科学技術庁、外務省、通商産業省等により年三回程度企業説明会を行って
おり、これまでに、丸紅、日立化成、三菱電機等７社がパートナーとして承認されてい
る。 



我が国政府レベルのチェルノブイリに関する支援 
 

平成１０年５月 
 
１．チェルノブイリ原子力発電所閉鎖関連支援（１，９００万ドル） 

○ 原子力安全基金（ＮＳＡ）への拠出 
ナポリ・サミットの経済宣言を受けて、平成６年度から７年度までに１，９００
万ドルをチェルノブイリ関連（第３号炉の安全性向上、廃炉準備等）に使途指定
して拠出。 

 
２．被災者支援（２，９２０万ドル） 

○ ＷＨＯのチェルノブイリ被災者医療支援プログラム（ロシア、ウクライナ、ベラ
ルーシ）への拠出 

○ チェルノブイリ関連医療施設に対する医療機器供与 
（ウクライナに対してはこの他に一般的な人道支援としての医薬品供与も含
む。） 

○ 医療関係者の派遣及び招へい 
（派遣：３６名、招へい：８２名） 
 

３．環境保全（約１〜２億円／年） 
○ チェルノブイリ事故に伴う放射線の健康影響調査 
○ チェルノブイリ事故等原子力発電施設事故の放射線影響等に関する情報収集、調

査 
○ 「チェルノブイリ国際研究センター」への協力（事故の環境影響評価等に関する

研究協力） 
○ チェルノブイリ周辺の環境試料の測定 

 
４．チェルノブイリ４号炉石棺プロジェクト支援（２，２５０万ドル：コミット額） 

○ チェルノブイリ石棺基金（ＣＳＦ）への拠出 
デンバー・サミットのＧ７声明を受けて、２，２５０万ドルをチェルノブイリ４
号炉石棺建設プロジェクトに使途指定して拠出（平成９年度に４００万ドルを拠
出済み）。 



核兵器の不拡散に関する条約（核不拡散条約又は NPT）の概要 
 

1. 発 効 
  １９７０年３月５日 
 
2. 条約の概要 
(第 1 条) 核兵器国は、核兵器等を他国に移譲せず、また、その製造等について非核兵器国

を援助しない。 
(第 2 条) 非核兵器国は、核兵器等の受領、製造、取得をせず、製造のための援助を受けな

い。 
(第 3 条) 非核兵器国は、原子力が平和的利用から核兵器等へ転用されることを防止するた

め、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）との間で保障措置協定を締結し、それに従い国
内の平和的な原子力活動にあるすべての核物質について保障措置を受け入れる。 

(第 4 条) 本条約は、全ての締約国の原子力の平和利用のための権利に影響を及ぼすもので
はなく、全ての締約国は、原子力の平和的利用のため、設備、資材及び情報の交
換を容易にすることを約束し、その交換に参加する権利を有する。 

(第 6 条) 各締約国は核軍備競争の早期の停止、核軍備の縮小に関する効果的な措置につ
き、及び国際管理の下における全面的かつ完全な軍備縮小に関する条約について
交渉を行う。 

(第 5 条、第 7 条～第９条）省略 
(第 10 条) 締約国は脱退の権利を有するが、３ヶ月前に全ての締約国及び国連安保理にそ

の脱退を通知する。条約の延長に関しては本条約発効の 25 年後に会議を開催
し、その決定には締約国の過半数による議決で行う。 

(第 11 条) 省略 
 
3. 我が国の署名・批准 
  １９７０年２月３日署名。１９７６年６月８日批准（９７番目） 
 
4. 署名の際の政府声明（要点） 
 ① 核軍縮の実施 
 ② 我が国を含む非核兵器国の安全保障 
 ③ 原子力の平和利用面における実質的な平等性の確保 





START の概要 
 

１． STARTⅠ 
(1) 経緯 
1991 年 7 月 米ソ首脳会談において条約署名（モスクワ） 
12 月 ソ連邦崩壊 
1992 年 5 月 旧ソ連のうち戦略核兵器の配備されていたベラルーシ、カザフスタン、ロシ

ア及びウクライナの全てが START の締約国となり、条約の履行義務を負う
ことを規定する議定書署名（リスボン） 

7 月 カザフスタン批准 
10 月 米国批准 
11 月 ロシア批准 
1993 年 2 月 ベラルーシ批准 
1994 年 2 月 ウクライナ批准 
12 月 発効 

NPT 加入 
ベラルーシ ：1993 年 7 月 
カザフスタン：1994 年 2 月 
ウクライナ ：1994 年 12 月 

(2)概要 
条約発効の日から 7 年間（2001 年迄）に戦略攻撃兵器を米ソ同等の水準まで削減。主な上
限は次の通り。 

(イ) 戦略核兵器運搬手段（SNDV）：1600 基・機 
(ロ) 条約の算定基準に基づく核弾頭総数：6000 個（重爆撃機１機は１弾頭として計

算） 
(ハ) 弾道ミサイル弾頭（大陸間弾道ミサイル（ICBM）＋潜水鑑発射弾道ミサイル

（SLBM））：4900 個 
(3) 実施状況 

(イ) 戦略核弾頭数の推移：別添参照 
(ロ) 旧ソ連諸国の核弾頭のロシアへの移送 

カザフスタン、ウクライナ、ベラルーシに配備されていた核弾頭については、96
年 11 月にベラルーシからロシアへの核弾頭の移送が完了したことをもって、全
てロシアに撤収された（カザフスタンについては、95 年 5 月、ウクライナにつ
いては 96 年 6 月に完了）。 

 



２．STARTⅡ 
(1)経緯 
 1993 年 1 月 米露首脳会談において署名（モスクワ） 
 1996 年 1 月 米国批准 
 1997 年 9 月 STARTⅡに基づく、戦略核戦力の削減期限延長を規定する議定書に署名
（ニューヨーク）。 
 1997 年 12 月現在、ロシアが未批准であるために未発効 
(2) 概要 
 2007 年 12 月 31 日までに次の数以下までに削減（注） 
 ①総弾頭数：3000～3500 
 ②SLBM 弾頭数：1700～1750 
 ③多弾頭 ICBM 弾頭数：0 
 ④重 ICBM 弾頭数：0 
（注）当初 STARTⅡによる削減期限は 2003 年 1 月 1 日であったが 97 年 9 月の署名の議
定書にて削減期限が延長された。 
 
［参考］STARTⅢについて 
 97 年 3 月 21 日、ヘルシンキ米露首脳会談の結果発表された「将来の核戦力削減のパラ
メーター」に関する共同声明において、米露双方は、STARTⅡが発効し次第 STARTⅢ交
渉を開始すること、及び STARTⅢの基本的要素として、2007 年 12 月 31 日までに双方の
戦略核弾頭数を 2000～2500 にすること等に了解したことを明らかにした。（了） 
  





解体核兵器から生じる核分裂性物質の管理に関する国際動向 
 

１．背景 
○START―I 等による核軍縮の進捗。 
○これにより、米・露で核兵器解体に伴う大量の高濃縮ウラン及びプルトニウムが発生。 
○モスクワサミットでの合意 
・ 安全な管理、核兵器に再転用されない形態への処理処分が極めて重要。 
・ その主要な責任は発生国が負うが、必要な場合には他国や国際機関の支援を歓迎。 
・ 本件に係る国際戦略の策定・実施のため、関連する経験と専門的知見を共有する。 
・ その具体策として、安全かつ効果的な管理のためのオプションに係る検討、国際協力の

可能な進展の特定のため、国際専門家会合を開催する。 
・ 実施可能になり次第、余剰兵器核分裂性物質をＩＡＥＡの保障措置下に置くことを確保

するための努力を支援。 
 
２．国際専門家会合の結果について 
○上記専門家会合は 1996 年 10 月にパリで開催。 
○参加国（機関）は、G7＋露に加え、ベルギー、スイス、ＩＡＥＡ、ＥＵ。 
○専門家会合の結果概要は以下のとおり。 
・ 深ボーリング処分(deep borehole storage:数 km の深い穴にプルトニウムを定置する方

法)以外の処理処分の方策は有効であり、今後もそれぞれの方策の技術開発が進められ
るべき。 

・ 中でも、原子炉（特に軽水炉）で消費する方策は、プルトニウムの同位体組成の転換、
エネルギー資源の創出、経済性及び核不拡散の観点から有望であるとともに、これを補
完するものとして固定化オプションがある。 

・ 効果的で迅速な処理処分を可能にするため国際協力を奨励。 
 
３．デンバーサミットの結果について 
○上記専門家会合の結論を支持し、余剰兵器プルトニウムの管理に関する国際的取り組み
（特に、仏独露によるＭＯＸパイロットプラント建設計画、米露プルトニウム転換協力）
が歓迎されるとともに、次回サミットまでに国際協力に関する調整・実施の枠組みを検討
し、その結果をサミット８ヶ国首脳へ報告することとされた。 
 
４．バーミンガムサミットに先立つ G8 外相会合の結果について 
○既存のプロジェクト間の調整及び財政面での様々なオプションの必要性が確認され、プ
ロジェクトの再評価を行うため、１９９９年に専門家会合を開催することとなった。 



５．米露の解体核兵器から生じる核物質処理処分への取り組み 
(1)米国 
○余剰高濃縮ウラン処理処分に係る米国の政策決定（1996.7） 
 ―可能な限り(余剰 HEU の 85%)を低濃縮化して民生用原子力発電所燃料として再利用
し、燃料に適さない残り(15%)は低濃縮化後廃棄物として処分する方針。 
○余剰プルトニウム処理処分に係る米国の政策決定（1997.1） 
 ―ガラス固化あるいはセラミック固化による固定化、並びに MOX 燃料として既存の原
子炉で消費する２本立ての処理処分オプションを今後追求するとした。 
(2)露 
○核兵器解体で生じる高濃縮ウランについて、1994 年１月、露原子力省は、米国濃縮公社
との間で、500 トンの高濃縮ウランを露国内で低濃縮化し、低濃縮ウランの形で 20 年間で
供給する契約を取り交わし、1995 年から輸送を開始。 
○プルトニウム処理処分方策については、仏、独、米国との間において、各々研究協力を
実施。仏及び独とのそれぞれ独立に実施した研究協力については、三国計画として統合さ
れる予定。米国とは 1994 年から、金属プルトニウムの酸化物への転換、原子炉での使
用、固定化等のオプションについての共同研究を実施。 
 
６．検討中の主要な国際的プロジェクト等 
○仏独露三国による MOX 燃料加工パイロットプラント建設計画 
・ 先行していた仏露及び独露の２国間協力を統合するもの。 
・ 露の金属プルトニウムを露国内で酸化物に転換し、MOX 燃料に加工する工場を建設

し、ロシアの軽水炉（VVER-1000）及び高速炉（BN-600）で燃焼するもの。 
○米露共同研究 
・ 米露は、1994 年の両国首脳の合意に基づき、兵器級プルトニウムの処理処分に関し、

金属プルトニウムの酸化物転換、軽水炉での処理処分、固定化等の分野に関する共同研
究を開始。1996 年報告書をとりまとめ。 

・ 現在、酸化物転換につき、米露両国でのパイロットプラント建設計画を有する（米露プ
ルトニウム転換協力）。 

○米露 IAEA３者協議 
・ IAEA が解体核兵器から発生する核物質を検認することに関し、1996 年 9 月に米、

露、IAEA の３者により検討開始。 
・ これまでに検認の範囲や目的、対象となる核物質の保管場所、種類及び量、機微情報保

護の観点から利用可能な技術、資金調達、法的枠組み等について議論が行われてきてい
るところ。 

○CANDU 炉での MOX 燃料利用オプション 



・ 余剰兵器プルトニウムを発生国で MOX 燃料に加工し、カナダの CANDU 炉で燃焼し
使用済燃料をカナダ国内で管理するもの。 

・ 米露各々の少量のプルトニウムを用いたカナダ国内での照射試験計画が進行中。 
・ 露の CANDU 用 MOX 燃料加工については、仏独露三国計画の加工施設に付加する方

向で検討中。 
○高温ガス炉建設構想 
・ 露トムスク―７のプルトニウム生産炉の代替として余剰兵器プルトニウムを燃焼する高

温ガス炉(GT-MHR)を建設するもの。 
・ 米 GA 社と露原子力省が 1995 年に概念設計を開始し、仏フラマトム社及び日本の民間

会社が参加。 
 
７．我が国の対応 
○核兵器の解体により発生するプルトニウムについては、核軍縮の促進と核拡散の防止の
観点から、軍事再転用されないことを確保しつつ、安全かつ極力迅速に処分されていくこ
とが重要との立場から国際的検討に積極的に参加。 
○原子力平和利用の経験に根ざした技術に基づく協力の可能性について、我が国において
も関係国と協議を進めつつ検討が行われているところ。 



国際プルトニウム指針について 
 

１．趣 旨 
 プルトニウム管理に係る基本的な原則を示すとともに、その透明性の向上のため、参加
国が保有するプルトニウム（平和利用のプルトニウム及び軍事目的にとって不要となった
プルトニウム）の量を毎年公表すること等を定めた国際的な指針を策定するもの。 
 
２．経 緯 
① 1994 年２月以来、97 年９月まで 13 回の会合が開催され、指針について合意に達し

た。 
② 検討に参加した国は、米、露、英、仏、中、日、独、ベルギー、スイスの９ヶ国。他

に IAEA、EU がオブザーバーとして参加。 
③ 1997 年 12 月、９ヶ国が国際プルトニウム指針の採用を決定し、その旨を IAEA に報

告。 
④ 1998 年３月、本指針(INFCIRC/549)及び本指針に基づく各国のプルトニウム保有

量・プルトニウム管理に関する政策についての通知書を IAEA が公表。 
 
３．指針のポイント 
① 各国が、核燃料サイクル等のプルトニウム利用計画を明らかにするとともに、各国の

毎年末のプルトニウム保有量を共通の様式によって、施設区分（再処理施設、加工施
設、原子炉施設等）ごとに公表する。 

② 各国がプルトニウムの管理するうえでの安全確保、核不拡散等についての基本的な原
則を示す。 

 
４．1998 年３月に公表された各国のプルトニウム保有量（1996 年末現在） 
（単位：ｔＰｕ） 
  未照射プルトニウム 使用済燃料中のプルトニウム 
米国 ４５．０ ２８５．２ 
ロシア （未公表） （未公表） 
英国 ５４．８ ４７．４ 
フランス ６５．４ １５３ 
中国 ０ （未公表）* 
日本 ５．０ ４９ 
ドイツ （未公表） （未公表） 
ベルギー ２．７ １２ 



スイス （未公表） （未公表） 
注１）上記はそれぞれ自国内にある量 
注２）我が国の保有量については、1997 年 12 月に公表済。 
＊中国は本指針採用にあたり、プルトニウム管理政策及び未照射プルトニウム量について
のみ公表する旨表明。  



包括的核実験禁止条約について 
 

１．背景 
（１）  地下核実験を含む（注）すべての核実験を禁止することが国際社会の大きな軍縮

課題の一つとされてきたが、そのための包括的核実験禁止条約（以下「CTBT」と
いう）の作成に向けて、1994 年 1 月からジュネーウ゛軍縮会議の核実験禁止特別
委員会において、交渉が本格的に開始された。軍縮会議における交渉は、2 年半に
わたって行われたが、インド等の反対によって同条約案をコンセンサス方式で採択
することはできなかった。 

（２）  しかし、CTBT 成立に対する国際社会の圧倒的な支持と期待を背景として、同
条約案は、国連総会において、96 年 9 月 10 日（日本時間 11 日）、賛成 158、反対
3（インド、リビア、ブータン）、棄権 5 で採択された。 

（３）  なお、我が国は、96 年 9 月 24 日（日本時間同）、この条約に署名し、97 年 7 月
8 日（日本時間 9 日）、国連事務総長に対し、この条約の批准書を寄託した。 

（注） 「大気圏内、宇宙空間及び水中における核兵器実験を禁止する条約」（いわゆる
「部分的核実験禁止条約」。1963 年モスクワで作成）は、既に、地下を除く核兵器
の実験的爆発及び他の核爆発を禁止している。 

 
２．締結の意義 
 CTBT は、核兵器の実験的爆発又は他の核爆発を実施しないこと等を義務付けるととも
に、条約の目的の達成を確保するために厳重な検証制度を定めるものである。我が国がこ
の条約を締結することは、核兵器のない世界を目指した現実的かつ着実な核軍縮努力を積
み重ねていくための国際協力に貢献するとの見地から極めて有意義である。 
 
３．主たる規定 
 CTBT は、前文、本文 17 箇条、2 の条約の附属書、1 の議定書及び 2 の議定書の附属書
から成り、主要な規定は、次のとおりである。 
（１）  核兵器の実験的爆発又は他の核爆発を実施せず、また、これらの核爆発を禁止し

及び防止する。更に、核兵器の実験的爆発又は他の核爆発の実施を実現させ、奨励
し又はこれに参加することを差し控える（第 1 条）。 

（２）  この条約の趣旨及び目的を達成し、この条約の規定の実施を確保する等のため、
包括的核実験禁止条約機関を設立する（第 2 条）。 

（３）  条約の遵守について検証するために、国際監視制度、現地査察、信頼醸成措置等
から成る検証制度を設ける（第 4 条）。 

（４）  締約国会議は、条約の遵守を確保し並びに条約に違反する事態を是正し及び改善



するため、必要な措置をとる（第 5 条）。 
 
４．締約国及び署名国（平成 10 年 1 月 16 日現在） 
（１）締約国： 13 箇国（フィジー、カタル、ウズベキスタン、日本国、ミクロネシア、

モンゴル、チェッコ共和国、スロヴァキア、トルクメンスタン、ペルー、
豪、英、仏） 

（２）署名国： 149 箇国（ただし、条約の発効要件に含まれているインド、パキスタン及
び北朝鮮は、未署名。） 

 
５．効力の発生 
 未発効。条約の附属書二に掲げられる 44 箇国（ジュネーウ゛軍縮会議の構成国であっ
てＩＡＥＡの「世界の動力用原子炉」等の表に掲げられているもの）すべてが批准書を寄
託した後、180 日で発効する。ただし、条約の署名開放（1996 年 9 月 24 日）後、2 年間
は発効しない（第１４条）。 
 
６．我が国の貢献 
（１） 我が国内に、CTBT に基づく核実験探知のための国際監視制度施設 10 箇所（地震

学的監視 6、放射性核種監視 3、微気圧振動監視 1）が整備されることとなってい
る。 

（２） CTBT 実施の準備を行う CTBT 機関準備会合委員会の暫定技術事務局に佐藤法
務・対外関係局長他 1 名の邦人職員を派遣している。 

  
国際監視制度における各種監視手段と我が国の貢献 

各種監視手段 全世界 我が国設置数及び設置場所 
担当
省庁 

１．地震学的監視 
（核実験により生ずる地震波の観測） 

  

気象
庁 

主要地震監視観測所 ５０ １ 長野県 
補助地震監視観測所 １２０ ５ 北海道、東京都（２）、大

分県、沖縄県 
２．放射性核種監視 
（核実験により空気中に散布される放
射性物質の探知） 
放射性核種監視観測所 
同実験施設 

 
 
 

８０ 
１６ 

 
 
 
２ 群馬県、沖縄県 
１ 茨城県 

科学
技術
庁 



３．水中音波監視 
（核実験によって生ずる水中の音波探
知） 
水中音波監視観測所 

 
 
 

１１ 

 
 
 
０（我が国には設置せず） 

 

４．微気圧振動監視 
（核実験によって生ずる気圧の変動の
探知） 
微気圧振動監視観測所 

 
 
 

６０ 

 
 
 
１ 茨城県 

気象
庁 

［外務省資料］



カットオフ条約について 
 

１． 概要 
(1) 「カットオフ」の概念 
 「核兵器その他の核爆発装置のための核分裂性物質（高濃縮ウラン及びプルトニウム）
の生産禁止）」のこと。 
(2) 条約の主目的 
核兵器及び NPT 非締約国（特にインド、パキスタン、イスラエル等）の核能力の凍結。 
(3) 元来想定されている条約上の義務 
① 核爆発装置の研究・製造・使用のための高濃縮ウラン及びプルトニウムの生産禁止 
② 右目的のための高濃縮ウラン及びプルトニウム生産に対する他国による援助の禁止 
③ 条約遵守を検証する装置（おそらくは IAEA 保障措置）の受入れ等。NPT 締約国であ

る非核兵器国については、既に IAEA の包括的保障措置を受け入れているので、カット
オフ条約によって新たな義務は生じないが、核兵器国及 NPT 非締約国については、検
証措置を新たに受け入れる義務が生ずる。 

 
２．これまでの経緯 
○ 1993 年 9 月、クリントン米大統領の国連総会演説の中で提案され、その後の協議を通

じ、1995 年 3 月、ジュネーブ軍縮会議（CD）にカットオフ特別委員会が設置。 
○ しかしながら、その後非同盟諸国は、核軍縮に関する特別委員会の設置を要求し、これ

が認められない限りカットオフ条約交渉を開始しないと主張。米、英、仏はかかる条件
に強く反対している。こうした状況の中で、現在までのカットオフ条約交渉は開始に至
っていない。 

○ 我が国は、かかる状況を打破するために、カットオフ条約以外で CD において交渉する
ことが適当な核軍縮関連事項を見極めるために、特別調整者を任命すること、及び、ま
ず本条約の技術的側面に関する検証を開始することを提案しているところ。 

 
３．1998 年 5 月、我が国はカットオフ条約の技術的問題の検討を行うことを目的とし、国
際会合を主催した。 



トラテロルコ条約概要 
 

１．１９６７年２月作成、１９６８年４月発効 
 
２．ラテンアメリカ３３ヶ国が対象、締約国数２９ヶ国（９４年１２月現在） 
 
３．条約の内容 
 第１条 核兵器の実験、使用、製造、生産、取得、貯蔵、配備等を禁止又は防止 
 第５条 核兵器の定義 
 第 13 条 ＩＡＥＡとの保障措置協定締結義務 
 第 14 条 締約国の報告義務 
 第 16 条 特別査察 
 第 18 条 平和目的の核爆発の容認 
 第 28 条 効力発生要件及びウエーバー条項 
 第 29 条 有効期間（無期限） 
 
４．追加議定書１（対象国は同地域に属領を有する米、英、仏、蘭の４ヶ国） 

第１条 
本条約の適用地域に属領を有する全ての域外国は当該属領において非核化に関す
る本条約の規定を適用 

 
５．追加議定書２（対象国は米、英、仏、露、中の５核兵器国） 

第２条 
核兵器国は、本条約の適用地域において第１条（非核化）の義務に違反する行為
を助長しない 

第３条 核兵器国は、本条約締約国に対し、核兵器の使用又は威嚇を行わない 
 
６．条約改正 
９０年７月 条約の名称「ラテン・アメリカにおける核兵器の禁止に関する条約」（トラテ

ロルコ条約）を「ラテン・アメリカ及びカリブ諸国における核兵器の禁止に関
する条約」と変更 

９１年５月 第 25 条２（紛争地域の加入）を全面的に差し替え（締約国となる条件） 
９２年８月 第 14,15,16,19,20 条（締約国が提供する情報の第３国への流出に関する規定の

挿入、理事会から査察権限の剥奪等）の改正 
（注）改正条約が発効するためには、過半数の締約国（１３ヶ国）の批准書寄託が必要
（第 28 条３類推解釈）。改正された条約は全ての締約国について効力を生じる。 
 



（参考） 
（域内国で未締約国：９７年１２月現在） 
 キューバ 
（域内に属領を有する国による追加議定書Ⅰの批准） 
 仏の批准（９２年８月）により完了 
（全核兵器国の追加議定書Ⅱの批准） 
 ソ連の批准（７９年１月）により完了 
 
  



ラロトンガ（南太平洋非核地帯）条約について 
 

○ 条約概要 
 核爆発装置の製造、取得、保持または管理の禁止、核爆発装置の「配備」の禁止、核爆
発装置の実験の禁止等。また、他国の船舶又は航空機の自国訪問を許可するか否かについ
ては、各加盟国が主権を行使し自由に決定できる旨及び海洋の自由に関する国際法に影響
を与えることは全くない旨規定。対象は南太平洋フォーラムメンバーのみであり、我が国
による締結の問題はない。 
 
○ 議定書の概要 
・ 第１議定書 
 米、英、仏（いずれも南太平洋に海外領土等を有する）に対し、本条約の主要な条約を
自国の責任を有する南太平洋非核兵器地帯内の領土に適用するよう求めるもの。 
・ 第２議定書 
 米、英、仏、ソ（崩壊前）、中の５核兵器国に対し、南太平洋非核地帯条約の締約国が
非核地帯内に有する領域に対する核爆発装置の使用、又は、使用の威嚇を行わないよう求
めるもの。 
・ 第３議定書 
 米、英、仏、ソ（崩壊前）、中に対し、南太平洋非核地帯内で核爆発装置の実験を行わ
ないよう求めるもの。 
 
○ 経緯 
発 効：1986 年 12 月 1 日 
 （1985 年の第 16 回南太平洋フォーラム会合において採択され、８番目の批准国として
の豪の批准書寄託により発効） 
署名国及び批准国（自治領）： 
 豪、ニュージーランド、キルギス、トゥヴァル、クック諸島、ニウエ、西サモア、フィ
ジー、PNG、ナウル、ソロモン諸島 
（注）クック諸島及びニウエはニュージーランドの自治領 
 議定書については、全核兵器国が署名済み。 
 
  



アフリカ非核兵器地帯条約（ベリンダバ条約）の概要 
 

条約の要旨 
１．条約の適用対象地域（第１条及び第２条） 
 アフリカ大陸及びＯＡＵ決議によりアフリカに属すると定められえている島嶼の領域
（領土、内水、領海、群島水域、それらの上空とその海底及び地下）をアフリカ非核兵器
地帯（African nuclear-weapon-free zone）とし、本条約の適用対象とする。本条約は、海
洋の自由に関する国際法に基づく権利及び権利の行使を侵害せず、又、影響を及ぼさな
い。 
 
２．締約国の義務等 
(1) 核爆発装置の放棄（第３条） 

 核爆発装置を研究、開発、製造、貯蔵、取得、保有せず、核爆発 装置を管理しな
い。また、右のための援助を求めず、受けず、与えず、奨励しない。 

(2) 核爆発装置の配置（stationing）の防止（第４条） 
 領域内の核爆発装置の配置（備え付け（implementation）、設置 
（emplacement）、陸上又は内水における輸送、貯蔵、補完、取付および配備）を禁止
する。外国船舶・航空機による寄港、外国航空機による領空通過、無害通行・群島航
路帯通行の権利に含まれない方法での外国船舶の領域・群島水域の航行を認めるか否
かは、締約国が決定する自由を持つ。 

(3) 核実験の禁止（第５条） 
 核爆発装置の実験を行わず、領域内での右実験の実施を禁止し、いかなる国がいか
なる場所において右実験を行うことも援助・奨励しない。 

(4) 核爆発装置・同製造施設の申告・解体・破壊・転用（第６条） 
 核爆発装置の製造能力につき申告し、本条約発効前に製造された核爆発装置を解
体・破壊し、核爆発装置製造施設を破壊又は平和利用に転用し、同過程に対するＩＡ
ＥＡ及びアフリカ原子力委員会の査察を受け入れる。 

(5) 放射性廃棄物の投棄禁止（第７条） 
 アフリカへの有害廃棄物質の輸入を禁止し、同物質の国境を越える輸送・処理を管
理するバマコ協定の核廃棄物に関する規定を効果的に運用する。アフリカ非核兵器地
帯内における放射性廃棄物・その他の放射性物質の投棄に関する援助・奨励を行わな
い。 

(6) 原子力平和利用（第８、９、１０条） 
 本条約は原子力科学技術の平和利用を妨げるものと解釈してはならない。経済・社
会開発に原子力科学技術を使用することを促進し、そのために、二国間・地域レベル
の協力機構を設置・強化する。締約国はＩＡＥＡの援助計画の利用及び原子力科学技



術の研究・研修・開発に関するアフリカ地域協力協定（ＡＦＲＡ）の下の協力を強化
することを奨励される。原子力平和利用は厳格な不拡散措置の下に行い、ＩＡＥＡと
フルスコープ保障措置協定を締結する。同協定未定約国に対し、平和的目的であって
も特定の核分裂性物質、及びその処理、使用、製造のための原料や処理資機材等を供
給しない。核物質防護条約及びＩＡＥＡの勧告・ガイドラインに規定される措置と同
等の防護措置を維持する。 

(7) 核施設に対する攻撃禁止（第１１条） 
 アフリカ非核兵器地帯内の原子力施設に対する武力攻撃を行わず、右を援助・奨励
しない。 

 
３．寄港、発効、改正規定等 
(1) 条約遵守のためのメカニズム（第１２、１３条） 

 条約義務の遵守確保のために、アフリカ原子力委員会設置を合意する。同委員会
は、報告書等を受け取り・保管し、条約の履行に関する問題につき相談や協議をアレ
ンジし、ＩＡＥＡ保障措置適用を見直し、苦情申し立て手続きを実施し、原子力科学
技術の平和利用のための域内外の協力を促進し、年１回の通常会合及び臨 時会合を
行う。 

(2) 締約国会議（第１４条） 
(3) 条約の解釈（第１５条） 
(4) 留保（第１６条） 
(5) 有効期間（第１７条） 

無期限に効力を有する。 
(6) その他（第１８条～２２条） 

署名・批准・発効、改正、脱退、正文及び寄託、付属書 
附属書Ⅰ（アフリカ非核兵器地帯の適用範囲地図） 
附属書Ⅱ（ＩＡＥＡの保障措置） 
附属書Ⅲ（アフリカ原子力委員会） 

 
４．核兵器国、属領領有国の参加 
(1) 核兵器国（付属書Ⅰ及びⅡ、対象は中、仏、露、英、米） 

・ 核爆発装置の不使用 
 本条約締約国及びアフリカ非核地帯に対し核爆発装置の使用及び、使用の威嚇
を行わない。 

・ 核実験の禁止 
 本条約及び議定書の違反となるような行為に貢献しない。アフリカ非核兵器地
帯において核爆発装置の実験を行わず、援助・奨励しない。 



(2) 属領領有国（附属議定書Ⅲ、対象は仏、西） 
 

（了） 
 
  



東南アジア非核兵器地帯条約 
 

１．位置づけ 
 ＡＳＥＡＮは創設以来、地域の安全保障のあるべき姿としてＺＯＰＦＡＮ(Zone of 
Peace, Freedom and Neutrality in South East Asia：東南アジア平和・自由・中立地帯)構想
を追求。右構想は東南アジアに対する域外国の如何なる干渉からも自由、平和かつ中立的
な地帯を設立しようとするもので 1971 年「クアラルンプール宣言」として採択。 
 本件条約はＺＯＰＦＡＮ構想の一環として位置付けられており、９５年１２月１５日Ａ
ＳＥＡＮ首脳会議で東南アジア１０カ国により署名。 
 
２．条約の概要（条約本文全２２箇条、事実調査団に関する付属書及び核兵器国に対する
議定書から成る。その要旨次の通り。） 
­ 条約は、締約国の領域、大陸棚、及び排他的経済水域に適用される。 
­ 締約国による核兵器の開発、製造、取得、保有、管理、配置、運搬、実験、使用の禁

止。また、締約国は地帯内で他国が右行為（運搬を除く。）を行うことを禁止。 
­ 締約国による放射性物質及び同廃棄物の海洋投棄、排出、処分等の禁止。また、締約

国は自国の領域で他国が右行為を行うことを禁ずる。 
­ 船舶の無害通行権、船舶及び航空機の公海の自由、群島航路帯通行権、通過通行権

等、国連海洋法上のすべての国の権利または権利の行使を害しない。 
­ 外国船舶及び外国航空機の着陸・寄港、並びに外国船舶によって無害通行等に該当し

ない領海内等の航行等及び外国航空機による航空飛行に関しては各締約国に許諾の決
定権。 

­ 締約国は、条約履行についての疑義の持たれる状況解明のために、事実調査団を派遣
することを執行委員会に要請できる。 

­ 条約は東南アジア諸国（１０カ国）に開放される。 
 

（核兵器国に対する附属議定書） 
­ 議定書締約国は条約を尊重し（respect）、条約及び議定書の違反行為に寄与しない。 
­ 議定書締約国は域内締約国に対する核兵器の不使用を約する。 
­ 議定書は核兵器国（米、英、仏、露、中）に開放される。 
 
３．条約の発効日 
 1997 年 3 月 27 日発効（なお、ブルネイ、カンボディア、インドネシア、ラオス、マレ
イシア、ミャンマー、シンガポール、タイ、ヴィエトナム９ヶ国が批准書を寄託済み）。 
 
 



４．議定書署名対象国（核兵器保有国）の対応 
 本件条約署名１０ヶ国側は、核兵器保有国と議定書署名へ向けての話し合いを行ってい
るが、署名の見通しは立っていない。 

（了） 



保障措置の強化・効率化方策（「９３＋２計画」）について 
 

１．保障措置の強化・効率化の目的 
 イラクが秘密裏に行っていた核開発計画の発覚を契機に、核物質のみを対象とする従来
の保障措置制度の限界が認識され、未申告活動、未申告施設を探知するためにＩＡＥＡの
機能を強化することとし、従来の保障措置制度の強化・効率化を図るとともに（第１
部）、核物質を用いない原子力活動や従来保障措置の対象とされていない原子力活動にも
対象を拡大することとし（第２部）、そのためにＩＡＥＡに新たな権限を付与することを
目的としている。 
 現行のＩＡＥＡの権限内で実施可能な第１部については、１９９５年６月の理事会で合
意された。第２部では、ＩＡＥＡに新たな権限を付与するための現行保障措置協定への追
加議定書のモデルが、昨年５月のＩＡＥＡ特別理事会で採択されたことから、現在、当該
モデル議定書を基に、各国等がＩＡＥＡと追加議定書を締結するべく協議を行っている。 
 （注）「９３＋２計画」：１９９３年から２年間で保障措置の強化・効率化のための一連
の方策をまとめようとした計画につけられた名称。 
 
２．検討状況 
(1) １９９６年７月に設置された起草委員会において、各国参加の下、協議が開始されて

以来、計４回の起草委員会が開催され、モデル議定書の内容について合意。 
(2) １９９７年５月１５日にはモデル議定書の承認のためＩＡＥＡ特別理事会が開催さ

れ、委員会報告が採択された。 
(3) このモデル議定書に基づき、ＩＡＥＡと各国との間で個別に議定書の協議が行われて

いる（我が国は、本年３月に第１回目の公式協議を実施）。 
 
（参考） 
 １９９８年５月現在で、７ヶ国（アルメニア、豪、グルジア、リトアニア、ポーラン
ド、フィリピン、ウルグアイ）が署名済であり、豪は既に発効。 
 
３．第２部（追加モデル議定書）の主な内容 
(1)新規情報提供 
①核物質を用いない核燃料サイクル関連研究開発活動に関する情報 
 国が関係する核物質の転換、濃縮、燃料加工、原子炉、臨界施設、再処理、廃棄物処理
関連の研究開発のうち、工程開発、システム開発に関連する研究開発が対象。民間は、濃
縮、再処理、廃棄物処理関連のもののみが対象となり、国は、情報提供にあらゆる合理的
努力を払う。 
 ただし、理論研究、基礎研究、同位体利用、医学、水文学、農学、健康及び環境影響、



保守改良は含まない 
②現行の保障措置の適用対象原子力サイト関連情報 
 核物質が通常使われている施設の操業活動、サイト内各建屋の利用方法等の一般的説明 
③特定の原子力関係資機材の製造組立活動の規模を表す情報 
・ 濃縮関連（遠心分離器、拡散膜、レーザーシステム、電磁同位体分離器、イオン交換カ

ラム、空気力学分離用ノズル、ウランプラズマ発生システム） 
・ 燃料加工（ジルカロイ管） 
・ 原子炉（重水、原子炉級黒鉛、照射済燃料用フラスコ、原子炉制御棒） 
・ 再処理（臨界安全タンク及び貯槽、照射済燃料剪断機、ホットセル） 
④原子力関係の特定設備、非核物質の輸出入情報 
 ロンドンガイドライン第１部で定義された機器、非核物質 
・ 炉及びその関連機器、原子炉用非核物質、照射済燃料用の再処理用のプラント、燃料体

の加工プラント、ウラン同位体の分離プラント 等 
（輸入情報はＩＡＥＡから要求があった場合に提供） 

⑤現行の保障措置の適用対象外の核物質の情報 
・ 鉱山、製錬施設の所在地、操業状況 
・ 現行の保障措置対象以前の一定量以上の核物質、その輸出入 
・ 非原子力目的に利用するため現行の保障措置を免除された一定量以上の核物質 
・ 回収不可能となり現行の保障措置が終了した核物質 
⑥将来の原子力開発利用計画 
 適切な当局によって承認された今後１０年間の計画 
⑦原子力サイト外の活動に関する情報提供 
 ＩＡＥＡが原子力サイトに関連している活動と判断した場合、ＩＡＥＡからの要請によ
り、国は当該情報の提供にあらゆる合理的努力を払う。 
 これら情報は、原則前年度の活動に関する情報につき、翌年の５月１５日までに提供す
る。なお、特定設備、非核物質の輸出情報は四半期毎に、輸入情報はＩＡＥＡから要請が
あった場合に提供、操業活動の情報提供は別途合意したうえで行う。 
(2)補完的立入 
（一般規定） 
・ ＩＡＥＡは、申告された情報を基に立入を行う権利を有するが、機械的、系統的に検認

するための立入は行わない。 
・ ＩＡＥＡは、未申告核物質及び未申告活動がないことの確認、又は情報解析の結果生じ

た疑義、不一致の解消を目的に、立ち入る権利を有する。 
・ 立入は、勤務時間内に行われ、国の査察官を立ち会わせることができる。 
・ ＩＡＥＡは、立入に当たっては、国に対し文書による事前の通知をし、立入理由を明ら



かにする必要がある。特に、立入の原因が情報の疑義、不一致の場合には、ＩＡＥＡは
国に対し、疑義や不一致の内容確認や、それを解消するための機会を提供する。 

・ 事前の通知は、原則として原子力サイト内は少なくとも２時間前、それ以外は少なくと
も２４時間前とする。 

・ ＩＡＥＡは、立入を行った結果を国に報告する。 
（具体的な内容） 
① 現行の保障措置の適用対象施設のある原子力サイト内の、核物質を扱わない場所への立

入（３.(1).②） 
 本立入は、未申告の核物質や活動がないことを確認するために、従来の査察に合わせ
て行われる。事前の通知は原則少なくとも２時間前、特に緊急を要する場合には２時間
以内の通知で行われる。 

② 現行の保障措置の適用対象外の原子力サイトへの立入（３.(1).⑤） 
 本立入は、未申告の核物質や活動がないことを確認するために行われる。事前の通知
は少なくとも２４時間前に行われる。 

③ 核物質の存在しない原子力サイト外の場所への立入 
（３.(1).の①.③.④.⑦） 
 本立入は、情報の不一致、疑義が発生した場合にその解決のために行われる。事前通
知は、少なくとも２４時間前に行われ、国が立入を提供できない場合は、代替手段を提
供するためにあらゆる合理的努力を払う。 

④ 環境サンプリングの実施 
 本立入は、上記(1),(2)及び(3)で必要に応じ行われる環境サンプリングとは別に、そ
れらの場所の近傍の特定の場所について、情報の疑義、不一致が発生した場合にその解
決のために行われる。事前の通知は少なくとも２４時間前に行われ、国が立入を提供で
きない場合は、隣接場所への変更や代替手段を提供するためにあらゆる合理的努力を払
う。 
（将来、手法、経費が合理的であると実証された場合、理事会の了承を前提に広範囲の
環境サンプリングを導入する） 

(3)情報管理 
 ＩＡＥＡの立入にあたって、機微情報を保護するため、国は立入管理を行うことができ
る。 
 ＩＡＥＡは、商業的、技術的及び工業的その他の機密情報の保護のために理事会が承認
し、定期的にレビューする厳重な情報管理体制を維持する。 
(4)補助取極 
 国やＩＡＥＡが、議定書に定められた手段の適用に関し、規定する必要があると考える
場合には、補助取極を締結する。 



(5)議定書の発効 
 ＩＡＥＡが、国から、効力の発生に関する法制上の要件が満足された旨の通告を受理し
た日付をもって効力を発生する。 
 なお、国は、本議定書が効力を発生する以前に、本議定書を暫定的に適用する旨宣言す
ることができる。 
(6)その他 
 ・現行保障措置協定と追加議定書との関係 
 ・ＩＡＥＡ査察員の指名手続き、ビザの発給の簡素化 
 ・ＩＡＥＡ査察員と本部との通信システムの確保 
 ・普遍的適用 
 
  



（参考） 
１．ＩＡＥＡ保障措置の強化・効率化の背景 

(1) イラク問題（1991 年～）
○ 秘密裏に行われていた核開発計画の発覚
○ ＩＡＥＡとの保障措置協定違反

(2) 北朝鮮問題（1991 年～）
○ 冒頭報告と特定査察に矛盾発生
○ ＩＡＥＡの特別査察要求を拒否

(3) 国際的動き
○ ＮＰＴ再検討・延長会議（1995 年）

・ 核不拡散と核軍縮のための原則と目標に関する決定
ＩＡＥＡの保障措置は定期的に見直されるべき。ＩＡＥＡの未申告施設の探知
能力は強化されるべき。

○ モスクワ原子力安全サミット（1996 年）
「我々は、核物質の転用が探知できなくなることを防止する保証を提供する上

で極めて重要な役割を果たしているＩＡＥＡの保障措置制度への支持を表明す
る。我々は、未申告の原子力活動を探知するＩＡＥＡの能力を緊急に強化する必
要性を強調する。」 

○ リヨンサミット（1996 年）
「全ての国が＜９３＋２計画＞の効果的、効率的な実施に貢献していくことを

要請する。この計画は、核不拡散分野より厳密な規制に極めて重要な貢献をする
ものである。」

○ デンバーサミット（1997 年）
「ＩＡＥＡが保障措置制度の強化及び効率化に関する計画を採択したことを歓

迎する。我々は、すべての国に対し、可能な限り早期にＩＡＥＡとの間で追加議
定書を締結するよう要請する。」

○ バーミンガムサミット前Ｇ８外相会合（1998 年）
「我々は、すべての国に対し、可能な限り早急にＩＡＥＡ保障措置追加議定書

に加わること、及びＩＡＥＡがこの目覚ましい核不拡散の完成を実施するための
必要な手段を備えることを確実にすることを促す。」

(4) 原子力委員会の動き
○ 原子力委員長談話（1995 年）

－核兵器の不拡散に関する条約の延長について－
「核拡散防止に本条約が極めて重要な役割を果たしてきているとの認識の下、

国際的な保障措置の適用の拡大とその一層効果的な実施を求めているという重要



な点に留意する必要がある。」 
○ 原子力委員長談話（1997 年） 

－ＩＡＥＡ保障措置の強化・効率化方策に係るモデル議定書の採択について－
（別紙参照） 

 
２．ＩＡＥＡ理事会の動き 

○ 設計情報の早期提出（1992 年） 
○ ユニバーサル・レポーティング（1993 年） 
○ 特別査察の権限、役割の確認（1993 年） 
○ 理事会が事務局に保障措置の強化・改善策の提言を要請（1993 年） 

－「９３＋２計画」に着手－ 
○ 事務局が「９３＋２計画」案を理事会に提出（1995 年） 
○ 理事会は「９３＋２計画」第１部を合意（1995 年６月） 

－現行枠内の施策－ 
○ 理事会は事務局作成の「９３＋２計画」第２部の議定書案について起草委員会で

審議することを決定（1996 年６月） 
－追加権限に係る施策－ 

○ 第１回議定書起草委員会（1996 年７月） 
○ 第２回議定書起草委員会（1996 年 10 月） 
○ 第３回議定書起草委員会（1997 年１月） 
○ 第４回議定書起草委員会（1997 年４月２,３日） 
○ 特別理事会を開催し、第２部に係る追加モデル議定書案を採択（1997 年５月 15

日） 
  





原子力供給国グループ 
（NSG: Nuclear Suppliers Group、原子力用品・技術及び原子力汎用品・技術の輸出管理

体制） 
 
Ⅰ．目的・経緯 
 NSG は、核兵器開発に使用される資機材・技術の輸出規制を通じて核兵器の拡散を阻止
していくことを目的とする 1978 年、原子力専用品・技術を対象とした原子力専用品目輸
出規制に関するガイドライン（いわゆる「ロンドンガイドライン（パート１）」：IAEA 文
書 INFCIRC254/Part1）が合意された。その後、1990 年に入り、当時施行されていた輸出
管理がイラクの核兵器開発プログラムを阻止できなかったことが判明し、1992 年、原子力
汎用品の移転にかかるガイドライン（IAEA 文書 INFCIRC254/Part2）が新たに合意さ
れ、関連汎用品・技術の輸出管理も開始された。 
 
Ⅱ．参加国 
我が国、米、露、欧州諸国等計３５ヶ国 
アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブラジル、ブルガリア、カナ
ダ、チェコ、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、ア
イルランド、イタリア、日本、韓国、ルクセンブルグ、オランダ、ニュージーランド、ノ
ルウェー、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、ロシア、南アフリカ、スペイン、スロ
バキア、スウェーデン、スイス、ウクライナ、英国、米国、ラトウ゛ィア（1998 年 4 月現
在） 
 
Ⅲ．概要 
１． NSG は法的拘束力を持つ国際約束に基づく国際的な体制ではない。NSG の下で参加

国は、原子力専用品・技術及び原子力汎用品・技術に関して合意されたリスト品目
を、特定の対象国・地域に的を絞ることなく全地域を対象として、国内法令（我が国
においては、外国為替及び外国貿易法、輸出貿易管理令、外国為替管理令等）に基づ
き輸出管理を実施している。 

２．規制概要 
(1) NSG パート１品目の移転に当たり、参加国は受領国より、①非核爆発目的の使用への

限定、②核物質防護措置適用、③IAEA フルスコープ保障措置の適用、④再移転の際
原供給国に同意取りけ、等の保証を取り付けることとなっている。 

(2) パート２品目については、規制品目が核爆発活動もしくは非保障措置核燃料サイクル
活動に使用される場合、または規制品目の移転が核兵器の拡散を防止するという目的
に反する場合には、その移転を許可しないこととされている。 

３． 規制品目 



(1) パート１品目 
核物質、原子炉及びその付属装置、重水・原子炉級黒鉛、再処理プラント・濃縮プラ
ント・燃料加工プラント・重水生産プラント・転換プラント等。 

(2) パート２品目 
産業機械、材料、ウラン同位体分離関連機器、重水製造プラント関連機器、内爆シス
テム開発関連機器、爆発物及び爆発関連機器、核実験関連機器等。 

 
Ⅳ．組織 
 NSG は年１回総会を開催している。議長国は総会開催から１年の任期で交代する。また
在ウイーン日本国政府代表部は POC（Point of Contact）と呼ばれるして事務局機能を果
たしている。 
  



核密輸問題について 
 

１．概要 

○ ドイツにおける核物質密輸の摘発（94 年(平成６年)８月）などが相次いだことから、
核物質密輸に関する国際的懸念が拡大。 

(注) 
・ 350g のプルトニウム 239 がミュンヘン空港でモスクワ発定期便から押収(94 年 8 月

10 日) 
・ トルコ警察が 12g のウラニウムを所持していた７人のトルコ人を逮捕(94 年 7 月) 他 

○ ＩＡＥＡ総会(94 年 9 月)及びＩＡＥＡ理事会(95 年 3 月)において取り上げられ、核物
質密輸防止策を検討するための会合が設置され、95 年 8 月以来、密輸に関するデータ
ベースを作成。 

○ Ｇ７＋ロシアの８カ国による不拡散専門家会合においても、94 年 11 月から核物質密
輸に関する本格的な協議を実施。 

○ 95 年 6 月のハリファックス・サミットの議長声明に、「核密輸の危険性を認識し、核
物質管理体制の強化やＩＡＥＡ、ＩＮＴＥＲＰＯＬ等を通じて核物質の盗難、密輸と
戦うための国際社会の能力強化を決意」の旨記述された。 

○ 核密輸に対処する努力拡大を目的として、技術専門家間での非公式な連絡や技術的協
力を行う核物質密輸国際技術ワーキンググループ(ＩＴＷＧ)を組織。密輸核物質の法
分析の能力の現状評価及び法分析能力向上のための諸活動の特定を行っている。 

○ サミット声明を踏まえ、Ｇ７＋ロシアによる会合を通して核物質密輸防止プログラム
を作成、96 年 4 月の原子力安全モスクワサミット時に同プログラム各旨脳のエンドー
スを受けて発出された。 

○ 96 年 6 月リヨン・サミットでの議長声明において、仏がＧ７＋ロシアを代表して他の
国に「核物質密輸防止プログラム」への参加要請を行うこと及び同プログラムの実施
のための会合を早期に開催することが合意。 

○ 97 年 6 月のデンバーサミットにおいては、情報交換のための連絡体制等がエンドース
されるとともに、参加国拡大のための会合を開催することが確認された。参加国拡大
会合は 97 年 11 月に開催された。 

 
２．我が国の対応 

○ 我が国は調査団を独に派遣(94 年 9 月)し、情報収集、意見交換を実施。 

○ 我が国は国際的な核不拡散体制をより一層強化すべきとの立場を取っており、今後と
もＩＡＥＡ及びＧ７＋ロシアにおける核物質密輸問題に対する取り組みに積極的に協



力。 

 
（参考） 
（１）ＩＡＥＡでの検討状況 

○ 94 年 9 月、ＩＡＥＡ総会で核物質密輸防止策を検討するための専門家会合を設置。 

○ 94 年 11 月、専門家会合の開催。 

○ 95 年 3 月、ＩＡＥＡ理事会で、各国の核物質防護要員の研修訓練協力、密輸に関する
データベースの構築等核物質の密輸を防止するための具体策が了承。 

○ 95 年 5 月、データベース構築に係わるＩＡＥＡ会合の開催。 

○ 95 年 8 月、核物質密輸データベースの作成開始。 

 
（２）Ｇ７＋ロシアの８カ国による検討状況 

○ 95 年 5 月、８カ国の専門家によるアドホック会合開催。「全体会合」、「税関関係者会
合」、「情報関係者会合」で情報交換の枠組み等について検討。 

○ 核物質密輸防止プログラムの策定。 

○ 96 年 4 月、モスクワ原子力安全サミットにおいて核物質密輸防止プログラムをエンド
ース。 

○ 97 年 6 月、デンバーサミットにおいて情報交換のための連絡体制等プログラムの具体
的な実施事項をエンドース。 

 
（３）技術専門家レベルでの検討 

○ 95 年 11 月、核物質密輸法分析に係わる国際会議を米国リバモアで開催。 

○ 本会合での「国際的な技術協力のための継続的なフォーラムの設立が望ましい」との
合意を受け、ＩＴＷＧを組織。 

○ 96 年 1 月、第１回ＩＴＷＧ会合をドイツ・カールスルーエで開催。 

  



ＫＥＤＯ(朝鮮半島エネルギー開発機構)について 
 

１．ＫＥＤＯ設置に至る経緯 
 １９９３年    ＩＡＥＡの査察により北朝鮮の核兵器開発疑惑が高まる 
 １９９３年 ３月 北朝鮮がＮＰＴ脱退を表明 
 １９９４年 ６月 北朝鮮がＩＡＥＡから脱退 
 １９９４年１０月 米朝間で「合意された枠組み」に合意 
  ①北朝鮮の黒鉛減速炉の軽水炉への転換（出力約１０００ＭＷ規模の

軽水炉２基の供給及び年間５０万トンの重油の供給、黒鉛炉及び関連
施設の凍結・解体等） 
②両国の政治的・経済的関係の完全な正常化への前進 
③非核化された朝鮮半島における平和と安全のための協力 
④国際的な核不拡散体制の強化のための協力（北朝鮮がＮＰＴに留ま
ること、ＩＡＥＡ保障措置協定の履行等） 

 １９９５年 ３月 日米韓がＫＥＤＯを設立 
 
２．ＫＥＤＯ設立後の経過 
 １９９５年 ６月 米朝協議にて「軽水炉の形式」について決定 
 １９９５年１２月 軽水炉供給プロジェクトに関し、ＫＥＤＯと北朝鮮の間で「供給の範

囲」、「引渡し日程」、「運転・保守」、「原子力安全」「原子力損害賠償
責任」等について定めた供給取極を締結 

 １９９６年 ３月 ＫＥＰＣＯ（韓国電力公社）を軽水炉供給の主契約者として選定 
 １９９７年 ８月 初期建設工事の着工（用地の整地等） 
 １９９７年 ９月 ＥＵが日米韓とともに理事会メンバーとなる。 

現在、理事会メンバーを含む加盟国は次の１２ヶ国 
 ・日本 ・米国 ・韓国 ・ＥＵ ・アルゼンチン ・オーストラ
リア ・カナダ・チリ ・フィンランド ・インドネシア ・ニュー
ジーランド ・ポーランド 

 
３．ＫＥＤＯの最近の状況 
○ 供給取極に基づき、軽水炉プロジェクトを進めるために必要な各種議定書を、順次交

渉・締結。 
締結済 ：「特権免除等」、「輸送」、「通信」、「用地等」、「労働力等」、「債務不履行」
の６議定書 
締結予定：「品質保証等」、「訓練計画」「引渡し日程」、「原子力損害賠償」等 



○ 現在、気象調査、原子力安全確認システムの整備等を実施中。 
○ １９９７年１１月末、軽水炉プロジェクトの全体経費見積額が５１．７８５億ドルに

決定。 
 
４．北朝鮮における保障措置の状況 
○ ＩＡＥＡの重視する過去の原子力活動に関連する情報の保全についてのＩＡＥＡ－北

朝鮮交渉は進展なし。 
○ 黒鉛炉の凍結、使用済燃料の封印作業はＩＡＥＡにより監視。 
  







用語解説 
 

○ 核燃料サイクル 
 天然に存在するウラン資源等の製錬、核燃料への加工等を経て、核燃料として原子
炉で利用されるまで、及び使用済燃料の再処理により再び核燃料として利用するとい
う核燃料の過程の一連の流れ、さらには、放射性廃棄物が処理処分されるまでの全て
の過程を総合した、ウラン資源等を有効利用するための体系。 
 

○ 核燃料 
 原子燃料ともいう。核分裂性核種を含有する物質で、原子炉の燃料として自立の原
子核連鎖反応をおこすもの。 
 

○ 使用済燃料 
 使用済核燃料ともいう。発電等のために原子炉内で一定期間利用した後、取り出さ
れた核燃料であって、燃え残りのウランや新しくできたプルトニウム等の核燃料とし
て再び利用できるものと、ウラン等が分裂してできたそれ以外の核分裂生成物等とが
含まれている。我が国においては、再処理を行ってプルトニウム等を回収、再利用す
る核燃料リサイクルを基本としているが、米国、カナダ等、放射性廃棄物として直接
処分する検討を進めている国もある。 
 

○ 再処理 
 使用済燃料から化学的プロセス等により、再び核燃料として利用できるウランとプ
ルトニウムを分離し、それ以外の核分裂生成物等を放射性廃棄物として分離するため
の作業。 
 

○ 廃炉 
 廃止措置ともいう。原子炉がその役目を終えたとき、運転を終了しその後の取扱い
のことをいう。その取扱いにあたっては、従事者の被ばく及び一般公衆の被ばくを十
分に考慮することが必要。 
 

○ 放射線防護 
 放射線によって引き起こされる人体障害を防ぐこと。従事者の職業被ばく及び一般
公衆の被ばくを考慮した防護を行う。 
 

○ 放射線医学 
 放射性物質、エックス線及びその他の電離放射線の性質、作用を診断、治療へ応用



する医学の一部門。 
 

○ 原子力安全文化 
 １９８６年のチェルノブイリ原子力発電所の事故を契機とし、国際原子力機関(Ｉ
ＡＥＡ)の国際原子力安全諮問グループ(ＩＮＳＡＧ)はセイフティ・カルチャー(原子
力安全文化)を提唱し、その概念をＩＮＳＡＧ−４という文書で説明した。「原子力施
設の安全の問題が、何ものにも勝る優先度を以て、その重要性に応じた注意を集める
ことを確実にするための、組織と個人の態度、特質の集積」と定義されており、原子
力に携わるすべての組織、個人が常に安全に関する意識を最優先にもって行動するこ
とを求めた考え方。 
 

○ ＭＯＸ燃料 
 混合酸化物燃料ともいう。二種類以上の酸化物である核分裂性核種を含む核燃料で
あり、普通、酸化ウランと酸化プルトニウムの混合物を主体とした核燃料をさす。高
速増殖炉の核燃料として利用されているが、軽水炉の核燃料としても広く用いられて
いる。 
 

○ 放射性廃棄物 
 原子力開発利用に伴って発生する放射性核種を含むか、または汚染された物質であ
って、廃棄しようとするもの。性状や放射性物質の濃度等により区分され、処理、処
分等が行われる。 
 

○ 核燃料物質 
 原子力基本法第３条で定義されている。天然ウラン、劣化ウラン、トリウム、及び
これらの化合物並びにこれらを含む物質で原子炉において核燃料として使用できるも
の。また、濃縮ウラン、プルトニウム、及びこれらの化合物並びにこれらを含む物
質。 
 

○ 核分裂性物質 
 中性子との相互作用によって核分裂を起こす物質の総称。普通、熱中性子によって
核分裂するＵ−２３５、Ｕ−２３３、Ｐｕ−２３９等の核分裂性核種をいう。 
 

○ ラジオアイソトープ 
 放射性同位体(Radioisotope)のこと、放射性同位元素またはＲＩとも呼ぶ。元素の
うち原子番号が等しく質量数が異なる核種で放射性のもの。放射性でないものは安定
同位体という。同位元素は同位体の集まりのこと。 



○ 加速器 
 陽子、電子等の荷電粒子に運動エネルギーを与えるための装置。原子核実験、放射
線医学、放射性同位元素の製造、非破壊検査等に用いられる。 
 

○ 電子加速器 
 加速器のうち電子を加速する装置。低エネルギーの電子加速器は、高分子材料等の
加工処理や滅菌等の照射処理用としての利用が増加しており、開発途上国での利用の
増加が見込まれている。 
 

○ 研究炉 
 原子力とその関連科学技術の研究、原子炉の運転などの訓練、材料試験、放射性同
位体の製造、生物学・医学研究等に使用することを目的とする原子炉。熱出力は数キ
ロワットから数十メガワットのものまである。 
 

○ 黒鉛減速炉 
 黒鉛を中性子の減速材として用いる種類の原子炉。北朝鮮は燃料に天然ウラン、冷
却材に炭酸ガスを用いる実験用の黒鉛減速炉をもっているが、１９９４年の米朝合意
に基づきその運転は凍結されている。この形式の原子炉はプルトニウムの生産を容易
にするものとして知られている。 
 

○ 圧力管型黒鉛炉 
 圧力管型炉で減速材に黒鉛を用いた旧ソ連独特の形式の原子炉で、原子炉の事故等
の際に放射性物質が外部に放出されるのを防ぐための原子炉格納容器はない。１９８
６年にチェルノブイリで事故を起こしたものがこの形式。 
 圧力管型炉は、圧力管という耐圧性の管の中に燃料集合体を納めこの管の中を冷却
材が流れる形式の原子炉をいう。これに対し、我が国の主な発電用の原子炉は炉心を
一つの原子炉圧力容器の中に収納し冷却材を流す圧力容器型炉であり、その外側に原
子炉格納容器が備えらえている。 
 

○ 加圧水型軽水炉 
 減速材及び冷却材に軽水(重水に対していう普通の水のこと)を用い、高い圧力を加
えて沸騰を抑える方式の原子炉。そのため、炉心で発生した熱を取り出す系とタービ
ンへ送るための蒸気を発生する系が熱交換器で分離されているのが特徴。 
 旧ソ連型の初期のこの形式の原子炉は原子炉格納容器に納められていないなど、西
側に比べ安全システムに問題があったが最近のタイプでは改善されている。 
 



○ 高速炉 
 主に高速中性子を使って核分裂連鎖反応を起こさせるように設計された原子炉。中
性子の減速材を使わない。 
 

○ 高速増殖炉 
 高速中性子による核分裂連鎖反応によってエネルギーを発生しながら、消費した核
燃料以上に新しい核燃料(プルトニウム)を生成(増殖)する高速炉。 
 

○ 原子力損害賠償制度 
 原子炉の運転等に伴い、事故が発生して公衆や財産に損害を与えた場合の損害賠償
に関する仕組み。我が国では、「原子力損害の賠償に関する法律」「原子力損害賠償補
償契約に関する法律」が定められている。 
 

○ パブリック・アクセプタンス(Public Acceptance) 
 ある事柄についての国民の合意の形成にあたり、国民への判断材料として客観的情
報を提供するなどして理解が得られること。原子力の開発利用では、原子力発電の必
要性や安全性等についての理解を得ることが重要。 
 

○ AsiaNNet 
 アジア地域協力として行われている活動であり、パブリック・アクセプタンスに役
立てるためのＦＡＸ等を利用した各国相互間の情報交換システム。 
 

○ 保障措置 
 原子力の平和利用を確保するため、核物質(ＩＡＥＡ憲章第２０条で定義された原
料物質、特殊核分裂性物質)が核兵器その他の核爆発装置の製造等に転用されていな
いことを検認する制度。なお、「核兵器の不拡散に関する条約」(ＮＰＴ)を締結してい
る非核兵器国は、同条約に基づきＩＡＥＡとの間で保障措置協定を締結し、全ての平
和的な原子力活動に係る全ての核物質について保障措置を適用することが義務づけら
れており、このような保障措置を包括的保障措置という。 
 

○ 核物質管理 
 核物質防護、核物質の計量管理等の措置により、政府が核物質の盗取、転用等を防
ぐための核物質に係る管理を実施すること。なお、計量管理とは、核物質の存在と数
量をチェックし、検査及び検証に用いる手段であって、施設者及び国内計量管理制度
によって、核物質の計量活動(定められた区域内に存在する核物質の量及び定められ
た期間内に生じる核物質の量の変化を確定するために行われる活動)を実施し、これ



らに加えてＩＡＥＡ等の保障措置当局が計量制度を検認し評価するもの。 
 

○ 核物質防護 
 核物質の盗取等による不法な移転を防止するとともに、原子力施設及び輸送中の核
物質に対する妨害破壊行為を未然に防ぐことを目的とした措置であり、平和利用に徹
し安全に原子力活動を進める上で必要不可欠な措置。 
 

○ 環境サンプリング 
 土壌、河川の水、植物、施設等を対象として(施設については拭き取り等の方法に
よる)試料を採取(サンプリング)すること。採取した試料を高精度で分析することによ
って、その国内で政府及びＩＡＥＡに申告されていない原子力活動が行われていない
かどうかを調査・検証するための手段として用いる。 
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